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1 は じめに

 複数の国家間において国民所得、費用 ・技術構造な ど、経済構造の実質面における国際比較をおこな うた

めには、商品別 に存在 している国際価格差を考慮す る必要がある。周知の とお り、購 買力平価(Purchasing

Power Parity;PPP)は 、実質国民所得の国際比較 を可能 にす るための一つの代表的な指標であるが、生

産関数 あるいは価格関数を想定 した複数国の費用 ・技術構造の比較のためには有効な指標足 り得ない。よっ

て本稿では、 日米両国について費用 ・技術構造比較のために、1990年 日米国際産業連関表(確 報:164分

類)に お ける価格体系図式に基づいた商品別相対比価を計測す ることを 目的 としている。

 商品別相対価格の二国間あるいは多国間格差については、OECDお よび国連のICP(International Com-

parison Programme)に よってPPPが 計測 され、また特に我が国においては1985年 プラザ合意以降の急

速 な円高傾 向の もと、内外価格差是正や規制緩和の問題意識のもと個別商品を対象に後 に示す ように様 々

な計測がお こなわれている。 しか しOECDお よびICPに よるPPP計 測等は最終消費財(あ るいは資本

財)で ある各費 目の購入者価格評価による価格差に重点を置いてお り、生産者価格あるいは産業投入価格

としては適切なものではなかった。 このような問題意識のもと、1994年 より通産省[21]に よって中間財の

内外価格差調査が試み られ、またそれ らの測定結果か ら通産省 と慶應義塾大学の共同プ ロジェク ト((財)

産業研究所[17][18])に よって生産者価格評価による商品別相対比価 の計測が為 されている。 しか し、その

計測のフレームワークをみると輸入財やマー ジンの考慮な どにおいて問題点が残 されたままであ り、また

他の統計から確認 され る個別商品の相対比価の比較によっては相対的に大きな乖離が存在 し、かつそれを

用いた分析に多大な影響を及ぼす ものであった。

 PPPあ るいは相対比価な どの国際比較は、各国独 自の選好場および国内相対価格体系を反映 し、同一部

門分類に定義 された商品であってもその財 自体の異質性 、あるいはその商品分類内におけるウェイ トの大

幅な差異、銘柄の特定による代表性の問題等によ り、本質的に比較困難である点は否めない。 しか しなが

ら、有効な産業政策の策定のためには、国際競争力や生産構造体系の記述的な把握がいっそ う重要な検討

課題 となってい る。直接的な観察によらずに、ある特定の理論仮説 に基づいた記述 によってこれ らの問題

に答えるよりも、漸近的にせ よ、より有効な国際価格差の指標へ と接近する努力が払われ るべ きであろ う。

よって本稿では、OECD、 ICPに よるPPP調 査お よび国内の各種 内外価格差調査な ど、概念や 目的を異

にす る様々な国際価格比較に関する諸統計を統一的な分析フ レームワークの中で再構成 し、その比較検討

を通 じてより有効 な価格差の指標へ と接近することを試みている。

 *本研究は黒田昌裕教授(慶 應義塾大学)お よびD.W.Jorgenson教 授(Harvard大 学)を 中心とする日米生産性比較プロジェ
クト(Kuroda and Nomura[4])、 及 び清水雅彦教授(慶 應義塾大学)を 中心とする1985-90年 日米接続産業連関表(清 水 ・池田

[ls][20])の 分析における実質化のための基礎資料を得ることを目的に進められた。資料に関しては、木地孝之助教授(慶 應義塾大
学)、増田耕太郎氏(日 本貿易振興会)お よび通産省統計解析課の方々にお世話になってお り、ここに記して感謝したい。

 †慶應義塾大学産業研究所、‡慶應義塾大学経済学研究科
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 以下では、次節 においてまず既存の国際価格差調査における各種統計 を整理することか らはじめること

にす る。そ して第3節 において、 日米国際産業連関表の価格体系のもとで、PPPお よび商品別 ・需要先別

(家計および産業)相 対比価(生 産者価格評価による国内生産価格 、国内需要価格、購入者価格評価による

国内需要価格な ど)の 定義 と相互の関係 を記述す るフ レームワークを提供す ることを通 じて、われわれの

計測方法を明確に してお きたい。輸入財の相対比価を考慮す ると、 日米の貿易構造を通 じた価格 の相互依

存の もとでは じめて 日米相対比価(国 内需要価格)を 定義す ることができ、またそれ によって基準国 とす

る米国の非競争輸入型産業連関表 における実質化 も従来 とは異なったものになる。そのために も日米貿易

を明確に記述 した国際産業連関表をべ一スに、われわれのフレームワークを構築することには意味がある。

第4節 では、国際お よび国内マージン率の計測や 日米相互の輸入比率な ど具体的な計測についての詳細を

述べ、第5節 では、同一商品について異なる資料か ら複数の相対比価が計測 されたケースにおける選択基

準を与 え、各種相対比価 の適合性を評価す ることにす る。そ して最後に、最終的な 日米価格および相対比

価体系 を求 めることに しよ う。

2 国際価格比較における既存統計

 計測フ レームワー クを明確 にするためにも、既存の国際価格差調査における各種統計 についてその対象

とするものを整理す ることからは じめよう。以下では、OECD-Eurostatお よびICPに よるPPP調 査、国

内における各種内外価格差調査の概要を紹介する。その後に、 日米両国において、生産者価格評価による

相対比価の計測例 とそこに残 された問題点を示す。

2.1 購 買 力平価

表1はICP(UN)お よびOECD-Eurostatに よる包括的な国際統計について整理 したものである。

__丞1:国 際価格董に関する各種資料について 
計測年    対象国     p'     価格評価  一国産/輸 天『

a.ICP(UN)

b.OECD-

  Eurostat

67,70,73,75 64ヶ 国.

,80,85,93  (85年 調 査)

80,85,90  24ヶ 国

,93,96,99  .(90年 調 査)

ICP支 田分類  購入者価格.輸 入財含む

ICP支 出分類  購入者価格 輸入財含む
SNA支 出分類

 は じめに国際統計につ いてその概 略 と、われわれの分析視点か ら見た ときの問題点を整理 してお こ う。

PPPに ついてみれば最も広い対象国を持つ計測は国際連合のICP(国 際比較プロジェク ト)1で ある。 ICP

支出分類 は、基礎的項 目(basic heading)と 呼ばれ る小分類(そ の支出項 目数は地域や国のグループによっ

て150か ら258と 異なる)か らな り、また調査においては1っ の基礎的項 目各々が異なる調査銘柄数を有

す ることか ら全体 としては数千の銘柄の価格調査が為 されてい る2。 日米両国間にお ける価格比較 とい う

 11CPは1968年 に 国 際 連 合 本 部 及 び ペ ン シル バ ニ ア 大 学 内 に組 織 を 置 き 、1.B.Kravisを 初 代 プ ロ ジェ ク ト長 と し て 開
始 され て い る。 現 在 は 国 連 統 計 部 を セ ン タ ー と し て 、EC統 計 局 、 OECD、 ア ジ ア 太 平 洋 経 済 社 会 委 員 会(ESCAP)等 の

協 力 に よ って プ ロ ジ ェク トが 進 め られ て い る 。ICPの 歴 史 的 背 景 、そ の 推 計 概 念 等 に つ い て は 、 UN[8]あ る い はICPの
URL(http://www.un.org/Depts/unsd/sna/icp/index.html)を 参 照 の こ と。 な お調 査 対象 国 は 、第1期(1967,70年)10ヶ 国 、

第2期(70,73年)16ヶ 国 、第3期(75年)34ヶ 国 、第4期(80年)60ヶ 国 、第5期(85年)64ヶ 国 で あ り、1985年 調 査 の 内訳 は 、アフ リカ22
ヶ国 、ア ジ ア11ヶ 国(日 本 、 韓 国 、香 港 、 フ ィ リピン、 タイ等 で 、イ ン ドネ シ ア は80年 調 査 、マ レー シ ア は73,75年 調査

の 対象 国)、 オ セ アニ ア2ヶ 国 、北 米2ヶ 国 、中 南米7ヶ 国 、 欧州20ヶ 国で あ る。

 21CPで のPPP推 計方 法 は、各 基礎 的項 目のPPPは それ に属す る銘 柄 の各価 格 比 か らEKS法(Elteto-Kδves-Szulc method)
あ る いはCPD法(country-product-dummy method)に よ って集 計 され てい る。 EKS法 はFisher's binary indexを 基 礎 と した
country reversal test(二 国 間 の直接 比 較 と間 接比 較 にお け る整 合性 テ ス ト)を 満 た す もの で あ り、回 帰分 析 に よ るCPD法 は価格
マ トリックス(国 ×銘柄)が 全 て埋 ま って い る と同一 に な る(詳 細 は[8】 を参照 の こと) 。 なお 、基礎 的 項 目平価 か らGDPレ ベ ル ま
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点では、OECD-Eurostat sに よるPPP推 計もICPと ほぼ同様の基礎 的資料および推計方法によっている

ので、計測年次の相違を除けば両者 を区別する意味はあま りない。

 両推計に よるPPPは 、「実質」国民所得の比較 とい う分析上の視点を有 してお り、生産費用 ・技術構造

の国際比較 とい うわれわれの 目的からみ ると、PPPの 利用においては以下のよ うな問題点が存在す る。

 まず第1に 、両推計 ともに国内総支出(GDE)の 国際的な価格 あるいは数量比較を目的 としているため、

消費財 あるいは資本財等の最終需要財が対象であ り、 したがって最終消費あるいは投資 として投入 され な

い中間財については計測の対象外であることである(た だ し最終消費 としても投入 され る中間財について

は基礎 的項 目のなかに含まれている)。 また同一部門分類に属す る商品であっても、消費財を推計対象 と

した銘柄のサ ンプルバイアスによ り商品の代表性 としては問題 が残っている。第2に 、両推計はその 目的

に したがって、購入者価格評価 による価格差を計測 した ものである。 このことは国内生産者価格の相対比

価を必要 とす るわれわれの分析 目的か らみると、輸送及び商業に関す るマー ジン率の差異、および輸送部

門および商業部 門自体 における生産価格差 を考慮 したもとで生産者価格へ変換す るプロセスが不可欠であ

る。そ して第3に 、両推計の対象は、国内生産財 に限 らず輸入財を含んだ複合財(composite goods)と し

ての国内需要財 を対象 としていることである。 ゆえに国内生産価格 の相対比価推計のためには、輸入財に

ついての相対比価を想定 し、その対応関係 を明確にす る必要がある。

2.2 内外価格差調査

 一方、我が国において消費財に限 らず、中間財 ・サー ビス等について関係省庁によってお こなわれた内

外価格差調査を整理 したものが表2で ある。通産省[21]で は、OECD-Eurostat及 びICPに よるPPP調

査では取 り扱 っていなかった中間財に関す る調査 として、生産費用分析 を可能 にすべ く中間財工業製品及

び産業向けサー ビスに関する調査を継続的にお こなってい る。同省 による 日米購 買力平価委員会 も、同様

な問題設定の もと、卸売物価指数の銘柄 ウェイ トを基準に して産業連関表10桁 分類生産額(お よび生産動

態統計)に よる生産単価 と米 国商務省経済セ ンサスからの生産単価の比較によって、1990年 時点の国内生

産相対価格を推計 しようとした試みであった。財の定義や質の差異により、その比較は非常に困難である

ことか ら、計測結果は暫定的な ものである。 しか しながら一部の(素 原材料の ようにほぼ等質的 と考え ら

れ る)中 間財については比較可能性 を有す るといって良いであろ う。林野庁[24]も 中間財に関する調査で

あ り、木材(合 板 ・製材)に 関する内外価格差調査をお こなっている。ただ しここでの調査価格 は、流通

業者 が工務店 ・ハ ウスメーカーに販売す る際の産業投入価格 であ り、輸送費用や商業マージンを含んだ価

格である。そのため生産費用及び生産構造の分析 とい う観点か ら考えれば、中間財取引に関す る運輸 ・商

業マージン率の 日米格差を考慮 して、両国の生産者価格を比較す る必要がある。

 輸送部門の調査 としては運輸省 【11]、[12]、[13]があげ られる。前述のよ うに、OECD-Eurostat及 びICP

調査 は、主に最終需要財 に関す る購入者価格の調査であるため、輸送部門の内外価格差調査はお こなわれ

ていなかった。 これ に対 して運輸省調査では、貨物輸送 ・旅客輸送に関す る内外価格差を、輸送手段別に

直接的に調査 している。輸送部門の価格 についていえば、輸送手段や輸送距離 ・輸送重量によってその価

格は様々であるが、運輸省調査では、輸送手段 ごとにい くつかの輸送距離帯 ・輸送重量帯を区分 し、その

それぞれについて単価 を調査 している4。 この他にも、厚生省による医薬品 ・医療機器の内外価格差調査、

農林水産省 による消費者物価指数 の対象品 目についての調査(購 …入者価格による主要都市間の価格差) 、建

での集計はGI〈法(Geary-Khamis method)及 びEKS法 によっている。

 30ECD-Eurostatに よ るPPP調 査 の 対象 国 はOECD加 盟 国 で あ り、1980年 調 査 で は18ヶ 国 、85年22ヶ 国 、90年 及 び93
年24ヶ 国 、96年29ヶ 国(韓 国 を除 く全 加 盟 国)そ して99年 調 査 で30加 盟国 に10非 加 盟国 を加 えた40ヶ 国 とな る予 定 で あ る。推 計 方法 と

して は 、1980年 及 び85年 調 査 で はGK法 に よっ てい た が、90年 よ りEI〈S法 とGK法 の両 推計 値 を公表 して い る。 なお
、OECD-Eurostat PPP Programmeの 近年 の状 況 に つ いて はURL(http://www .oecd.org//std/pppspec.htm)に あ る。

 OECD-EurostatとICPに よ る両推 計 値 は対 象年 が 異 な る もの の、 日米 両 国間 のPPP計 測 とい う意 味 では そ の両 者 の基 礎的 数値 は若干
の 例外 を除 き同 一 で あ る と考 え られ る(ICPで はESCAP用 に特有 の 銘柄 一 豆腐 等 一 が採 用 され て い る)。

 4例 えば トラ ック輸 送 の場 合 、距離 は50kmか ら1000kmま で5段 階 、重 量は100kgか らIOtま で5段 階 に分割 され てお り、各
距離 ・各重量についてそれぞれ25種 類(距 離5種 類×重量5種 類)の 価格が国ごとに調査されている。
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表2:我 が国関係省庁による主な内外価格差調査

   対:象国            一一調査対象商pA[]
a.消費財 ・消費者向6`}サービスに係る内外価落調査一(通商産業晉)一

   5ヶ国  消費財及び消費者向けサービス94品 目(95年 調査)
b.産 業の中間投入に係る内外価格調査(通 商産業省)

   6ヶ国  工業製品91品 目・産業向けサービス17品 目(94年 調査)

   8ヶ国  工業製品152品 目・産業向けサービス35品 目(98年 調査)
c.購買力平価委員会(通 商産業省)

   日米   日米接続表商品分類の うち入手可能なもの(94年 調査)
d.運 輸関連サービスに係る内外価格差調査(運 輸省)

   5ヶ国  旅客輸送 ・旅行 ・物流サービス(95年 調査)   
6ヶ国  旅客輸送 ・物流サービス(98年 調査)

e.環境衛生関係営業の内外価格差調査(厚 生省)

   7ヶ国  理容 ・美容 ・クリーニング ・映画(95年 調査)
f.医薬品の内外価格差調査(厚 生省)

   5ヶ国  医薬品3品 目(95年 調査)

g.医薬品 ・医療用具の内外価格差調査(厚 生省)

   6ヶ国  医薬品3品 目・医療用具3品 目(98年 調査)
h.住 宅 ・社会資本の建設費に関する米国等実態調査(建 設省)

   4ヶ国  いくつかの工事事例について価格差を積算(93年 調査)
i.生計費に係る内外価格差調査(経 済企画庁)

   5ヶ国  家計最終消費財約400品 目(94年 調査)

j.主要な消費財及びサービスに係る内外価格差調査(経 済企画庁)

   6ヶ国  家計消費財 ・家計向けサービス33品 目(94年 調査)

k.食料品及び外食の小売価格調査(農 林水産省)

   5ヶ国  食料品31品 目 ・外食5品 目(94年 調査)
1.木材製品に係る内外価格差調査(林 野庁)

   5ヶ国  合板 ・製材品(94年 調査)

m.ウ イスキーの内外価格差調査(国税庁)

   6ヶ国  ウイスキー15銘 柄(94年 調査)

n.携 帯 ・自動車:電話に係る内外価格差調査(郵 政省)

   5ケ国  月額基杢料金 ・運 話魁金(95年 調糞)

価格p価 国産/輸 入一

購入者価格 輸入財含む

需要家渡し価格    輸入財含む

 (一部生産者価格)

生産者価格

生産者価格

購入者価格

購入者価格

購入者価格

国内生産

国内生産

国内生産

国内生産

国内生産

購入者(コ スト積算) 国内生産

購入者価格

購入者価格

購入者価格

需要家渡 し価格

購入者価格

購入者価格

輸入財含む

輸入財含む

輸入財含む

輸入財含む

輸入財含む

国内生産

設省による住宅 ・社会資本の建設費に関す る米国等実態調査、通商産業省 による消費財 ・消費者 向けサー

ビスに係 る内外価格調査などがある。上記の各種調査結果お よび本推計での利用についてはAppendix。A

において詳細に述べることにし、ここでは紹介す るに留めてお こう。

 いずれにせ よ、我が国における内外価格差調査は価格の定義 における概念差を含む ものである(ま た必

ず しもその定義が明確でないものもある)が 、OECD-Eurostatに よる包括的なPPPに おける(わ れわれ

の分析視点か らみた)問 題点を補完 し、また比較可能性 を提供す ることによ り大 きな意味を有 している。

2.3 日米生産者価格相対比価

 本稿 と同様 な問題意識 のもと、は じめに紹介 した通産省 と慶應義塾大学の共 同プロジェク ト(産 業研 究

所[17][18]一 通産産研推計 と呼ぶ)に よってお こなわれた推計方法(部 門分類 は1985年 日米国際産業連関

表(速 報)の163分 類)に ついて概略を紹介 し、そ こで残 された問題点 を示す ことにしたい。

 その第1の プ ロセスは、OECD支 出分類(基 礎的項 目:197分 類 一 うち消費支出163項 目、資本形成29

項 目、他)が 日米産業連 関表の商品分類 に対応 しない ことより、 日米各国の消費支出分類 と産業連関表の
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商品分類 とのBridge Table 5を 用いて、商品分類へとコンバー トす るものである。その際コンバー タにお

ける制約か ら、一度やむを得ず支出分類 を56費 目へ と集計 している。第2の プロセスは、 この(OECD

の消費支出額 との対応 を図 りなが ら)推 計 された 日米表における商品分類でのPPPを 、日米各国の基準年

次産業連関表(日 本表は1985年 表、米国表は1977年 表)に よる商業マージン率お よび運輸マージン率 を

用いて生産者価格へ と変換するプロセスである。またPPPで 対象外である中間投入財については、通産省

による内外価格差調査[21]の1994年 調査によって補完 している。以上によって、163分 類での商品分類に

おける生産者価格評価および貝冓入者価格評価による日米相対比価 を計測 したものであった。

 通産産研推計における問題点 としては、次のような問題点があげ られる。まず第1に 、OECD支 出分類

か ら1985年 日米国際産業連関表(速 報)の163分 類へ とコンバー トす る際に、一度56費 目へ と集計 して

いる点である。このことはBridge Tableを 利用する限 り、資料上の制約 によりやむを得ない措置であると

も言 えるが、OECD支 出分類の持つ情報量を削減 してしま う為に、結果 として計測 された163分 類の生産

者価格 日米相対比価が明らかに不 自然な値 となっているものが見受 けられ る。第2に 、貝冓入者価格評価 で

あるPPPか ら生産者価格評価への組み替えの際、 日米名 目マー ジン率の相違 は考慮 しているが、輸送部

門お よび商業部門 自体における生産価格差については考慮 していない点である。第3に 、PPPが 輸入財 を

含んだ概念であることを考慮 していないために推計 された相対比価(生 産者価格評価)は 国内生産価格で

はな く、輸入財 を含んだ複合財(composite goods)と しての国内需要価格を推計 しているに過 ぎないこと

である。 これを費用 ・技術構造の分析 において国内生産者価格 として扱 うことは大きなバイアスを含み う

る。ある商品について、 もし日本の国内生産者価格相対比価が輸入相対比価 よりも割高であれば、国内需

要価格相対比価 はその中間に位置することになる。 よってこの場合、通産産研推計の計測フ レームワー ク

か ら推計 された相対比価は過小推定 されているであろ う。

 以上の ような問題点の指摘 とともに、計測結果は概念上も明 らか に不適切な値 を含んでいる。また2.2

で紹介 したように、通産産研推計の後に も我が国で様々な内外価格差調査がお こなわれてお り、比較可能

性 が広がっている。われ われは本稿で、これ ら残 された問題 点を考慮 してフレームワークを再構築す ると

ともに、上記の各種統計によって個別の数値を検討す る必要がある。

3 計 測 フ レー厶 ワー ク

 日米間の生産構造 ・生産費用分析を 目的 として、 日米国際産業連関表 における価格体系 と整合 的に、前

述のPPPや 中間財内外価格差調査等の対応関係 を記述するプレ.v.ムワー クを提供することにす る。言い換

えるな らば、それは入手可能な各種統計資料か ら、われわれの導出 したい生産者価格評価による商品別国

内生産相対比価 、国内需要相対比価、また購入者価格評価 による国内需要相対比価な どを推計す る計測 フ

レームワー クを意味 している。以下では、生産者価格評価 による価格体系のもとで各種相対比価 を整理 し

た後、 日米の運輸 ・商業マー ジン率の記述を通 じて購入者価格評価 による価格体系においてPPPを 定義す

ることにす る。

3.1 生産者価格評価

 日米国際産業連関表 における価格体系の記述か らはじめることに しよ う。図1は 、非競争輸入型(Isard

型)に よる日米国際産業連関表の生産者価格評価 において、簡単化 した名 目バ ランス体系 を記述 したもの

である。

 図1で は 、最 終需 要 につ い ては家 計消 費 支 出 と固定 資本 形成 他 に集 計 して記 述 してい る。 は じめ に 日本

 5Bridge Tableと は消費支出分類 と商品分類とのコンバータ ・マ トリックスであり、米国に関しては1977年 における80部 門産
業連関表(BLS)とNIPAの83消 費支出分類の対応表、日本については1985年 産業連関表とSNA消 費支出項目細分類62費 目

について推計された資料を用いている。両者の対応を図るため支出分類を56分 類へと集計し両国のBridge Tableを 調整している
。
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図1:日 米国際産業連関表

国内生産品の産出面をみ よう。 日本生産品の産出価格 はその投入国によ らず、すべて 日本 の国内生産価格

p彡」によって記述 されている点に留意 されたい。一例 と してみれば、米国産業 によって中間投入 され る 日

本生産 品(米 国の 日本か らの輸入)XJUiiは 、 日本の国内生産価格pd
iで評価 されたものになっている6。

よってある商品の行和は、その商品の国内生産金額 と一致す るよ うに産出バ ランスが とられている。

 一方で投入面か らみ ると、実際に米国産業の中間財 として投入 され る日本生産 品X」 σ1ゴの投入価格は、
国際運賃 ・保険あるいは関税 ・輸入 品商品税な どが加算 されたものである。 よって米国産業の 日本か らの

(輸入)中 間投入財について、上記の差額 としての国際輸送マージン と関税については、全商品を集計 して

それぞれFl」 防お よび0.D」 σゴに一括計上 されている。またその他世界(Rest of the World;RoW)か ら

の米国産業 に中間投入され る輸入金額pU
;XRUtiは 、すべて国際運賃 ・保険を加えた米国内におけるCIF輸

入価格であ り、関税分だけが商品別に集計されてCDRU;と して特掲 されている。 このよ うに国際表におい

ては、内生 とす る日米両国とRoWの 価格評価 には相違があることを留意 されたい。以上の価格評価によ

る差異の調整 を受けて、米国産業の(付 加価値 耽4防 を含む)総 投入金額は米国における国内生産金額 と

一致することにな り
、これ は米国一国表 と整合的である。 また、以上は国際マージンお よび関税 を考慮 し

た輸入財に関する価格体系をみたが、すべて国内における運輸 ・商業マージンについては別掲 された生産

者価格評価 による価格体系であることを再確認 されたい。

 以上の簡単化 した 日米表 オ リジナル の価格体系をもとに、われわれの 日米商品別相対比価の計測 を視野

に入れた価格体系へ と変更 し、各国表 として再構成 した ものが図2お よび図3で ある。図2は 日米両国の

うち、 日本の非競争輸入型産業連 関表を記述 した ものであ り、図3は 米国のみを競争輸入型(RoWは 非競

争型)に 変更 した日本国産業連 関表について記述 したものである。 よって図3に おいて計上 され る 日本の

輸入MUD;は 、すべて米国からの輸入であ り、その輸入価格 をpug
、としている7。 図3で の表は 日米両国

 6日 米表では、輸出品に関する(輸 出国の)国 内商業マージンおよび運輸マージンについてはその分を剥ぎ取 り、国内生産価格へ
と適 合 す る よ うに変 換 され て い る。

7よ っ て図2と の対 応 で い えば
・(焔 通 騨 位 で定 義 され て ・・る とき)mpUJ

;一(・+'Y・ ・、)(・+TU・i)d(lpv;)で あ り、 躰 の 米国 か ら
の 輸入 縋 輸入 量 はMy・i=Σ ゴX・ ・、ゴ+jUJ;+CU・ 、であ る・ また 同様 に・ 図2と 図3と の対 応 か ら明 らカ・な よ うに 、

X」 り=XJJii+XUJiゴ 、 J」`=I」 」`+IUJ;、 c,
;=C.JJ=+0ひ 」`と 定 義 して い る 。
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に とって競争輸入型 であるとい う意味で、以下では簡単に競争輸入型 と呼んでおこ う。 なお、米国表につ

いても同様であ り、反復を避けるためにここでは主に 日本国表を例 にとって記述す る。
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図2:日 本国産業連 関表(非 競争輸入型)
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図3:日 本国産業連関表(米 国について競争輸入型)

 ここでのバ ランス体系は図1の 日米表での表記法 と整合性 を保っているが、価格体系においては次の4

点について変更を加えている。まず第1に 、米国か らの輸入品に関わる国際運賃 ・保 険を商品別 国際輸送

マージン率TUJ,と して加算 した輸入品の国内投入価格を定義 してい る(た だ し生産者価格評価であるので
、

国内の運輸 ・商業マージンについては除いたままである)。 第2に 、同様に関税 ・輸入 品商品税 について

は、商品別関税率'γσ」、を上記第1の 点を考慮 したCIF輸 入価格 に対する比率 として定義 している。 よって

図2に みるように 日本の米国か らの輸入価格は、米国の国内生産価格に(1+TUJ
、)を乗 じたCIF輸 入価格

にさらに(1+BUJ、)を 乗 じて定義 している。 日米両国についてこの国際輸送マージン率 と関税率の商品別

比率の実際の計測においては、先にみた ように 日米表そのものからは集計額 しか得 られないために求める

ことができない。 しか し、 日米表の付帯表である 日本お よび米国の輸入マ トリックス と日米表原表か らの

差によって計算することができ、 これによって一国表は完全に 日米表 と整合的に求めることができる。な

お、各比率の計測結果は後の4.2に おいて示 している。
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 第3に 、国内生産品と輸入品を合わせた国内需要品について国内需要価格(複 合財価格;composite price)
を定義す る。その際、実際の価格差計測では 日米両国がその他世界(RoW)か ら輸入する同一商品の輸入価

格 を求めることが多くの商品で困難であったので、 日米両国のみを考慮 した国内需要価格を定義 し、RoW

からのCIF輸 入価格に、対応する関税 を加算 したものがそれ に等 しい と仮定 している8 。 この扱 いに よっ

て、図3に おける競争輸入型の 日本表 では、 日本国内における輸入品を含む国内需要価格が、米国か らの

轍 あるいはR・Wか らの輸入 に関わ らずすべて同一の価格P瑳 ∬)およびP≦H)に よって艤 され うる・。

 第4に 、図1に おいて単純化 していた国内生産価格pd、については、対家計価格p彡IH)と 対産業価格(家計消費支
出以外)p彡11)を 分離 して記述す る。生産価格 としてはその産 出先によらず同一価格を仮定す るこ

とはひ とつの合理性 を持つが、本稿での推計対象 とす る日米相対比価においては、対家計 と対産業で価格

差が存在す る可能性 を残す ことに意味がある。非貿易財 である多 くの第3次 産品のよ うに、生産者が直接

消費者 に販売す るよ うな商品がその一例である。 これ らの商品の価格は、第1次 お よび第2次 産品におけ

る運輸 ・商業マージンに対応す るものが(生 産者価格評価表において も)含 まれた価格 によって定義 され

てお り、購入者価格 と生産者価格に区別はない。電力部門を一例 としてあげれば、産業向けは大 口需要者

であるのに対 し、家計向けは小 口需要であるため、生産者価格の段階で産業向け と家計向けの間に価格差

が国内においても存在 している。従って、 日米相対比価 を考 えた場合 にも、生産者価格相対比価 において

産業向けと家計向けの異なる 日米内外価格差が発生 している可能性がある。後に定義す るように家計消費

を対象に したPPP概 念 との整合性 の確保が必要であ り、また費用 ・技術構造の比較のためには特に対産業

価格の相対比価 を明示的に考慮す る必要があろう。 よって生産者価格評価 における価格体系の記述におい

て も、生産者価格評価ｮ .入者価格評価であるよ うな、主に非貿易財については対家計価格d(Hpa
s)と 対産業

価格d(lpit)を分離 している.具 体的に1ま本稿で推計対象 とする164分 類の うち、非貿易財は第1、7-164商 品

部門(第1-116商 品部門は貿易財)と して定義 している(商 品分類については4 .1を 参照)。 なお実際は、

非貿易財 と定義 した第3次 産品において も、若干の輸入(直 接購入 など)が 僅 かなが ら存在す るが、ここ

では無視 してい る。米国か らの輸入財 については対家計お よび対産業で(貿 易財であるか ら)相 違 がない

とし、図2に おいては、 日本の家計消費の うち米国か らの輸入財についても米国の国内生産価格 としては
d(l
pU,)に よって評価 している.し か し、 日本のR・Wか らの轍 において1ま、貿易財ではあるものの上記第

3の 点(お よび脚注8)で 述べた仮定によ り、家計 と産業で観察 され る米国か らの商品別輸入比率の相違 を

反映 して(図2の 表記のよ うに)家 計輸入価格P≦H)と 産業輸入価格P瑳1)が 異なること1こなる.こ のよ う

にRoWか らの輸入価格は、本稿での定義上、 日米表における 日米輸出入構造 を反映 して 日米各国で異な

りうるし、また対家計および対産業でも相違があることに留意 され たい。言い換えると、RoWか らの商品

別輸 出価格 は、観察 された 日米両国相互の貿易構造お よび需要先(家 計あるいは産業)に よる輸入比率の

相違 に依存 して一物一価 は成立 していない。これは、RoWか らの輸入価格(あ るいは 日米輸入価格差)を

得ることがほ とん どの財 で困難であったことによる扱い(上 記第3の 点)か らきているものであるが、本

稿 では 日米表における観察事実を重視 し、む しろ外生国であるRoWか らの輸入価格はフレーム ワー クに

沿 うように事後的に定義 され たものにす ぎない10。

8つ まり・図・における日本のR・Wか らのCIF輸 入黼 礁 に関税率を考慮して(・+'YRJ
;)を乗じたものが、日本の国内需要価格に均等化し

ていることを仮定している。これは日米両国において、各国内市場における商品別(複 合財)均衡価格を日米相互
の輸入を含んだ価格によって定義していることに対応する。

 9以 上の扱いは、繰り返しになるが、RoWか らの輸入品についての日米価格差を求めることが困難であったことによっている。こ
の よ うな仮 定 に よって 潮 争 輸入 型 の図2に お1ナる 日本 の輸 入価 格(含 関税)は

・米 国 か らの輸 入価 格 は(・+7UJ;)(1+・ σ・、)d(pv
;∬)

認ら斈慧獣野譲弊羅瓢美ll擺諜筑鱸驪♂癘鑞醐懃撫嬲軅撃鸞
した両者の集計価格によって定義されることになる。
10第4の 点について補足しておきたい

。

表記上・すべての商品について離)お よびP51∬)について対家計と対産業儲 を分離しているが渓 際には非賜 財1・ついての

み相違を想定している。実際の観察においては、ここで非貿易財として定義した第3次 産品であっても、対家計価格と対産業価格とを個別に入手可能な商品
は電力など一部に限られている。 しかしながら、購入者価格評価においては、以下に述べるように計測上も

明確な相違が発生する。商業についていえば、産業向けの場合、卸売から直接購入するケースが多いため、卸売段階での価格が購入
者価格になるのに対し、家計向けの場合には小売段階での価格が購入者価格になる。その際に、日米の卸マージン率および小売マー
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 では、 日米両国についての生産者価格評価での非競争輸入型お よび競争輸入型(RoWは 非競争輸入型)

産業連関表のもとで、名 目産 出バランスを記述 しよう。以上までは煩雑 さを避けるため、通貨単位は共通

の ドルベースによって表示 していたが、以下か らは各国通貨によって表示することに注意 されたい。ある

年次にお ける 滴 品の国内生産価格をP廷〆 その うち対家計価格 はd(Hpk
;)、 対産業価格はpl!∬))瀚 入価格

pk;国 内需要(複 合財)価 擁 、(対 家言+価格 はP見IH)、 対産業価格はP£1∬))とす る(k=US, Japan)。

以下で も、米国もほぼ同様であるので反復 を避 けるためお もに 日本国を対象に記述す る。図1お よび図2

に対応 して、 日本 の非競争輸入型産業連関表 における国内生産品についての名 目産出バ ランスは、以下の

よ うに成立 している。

恥 一d(lpas)(琴玩+㍗ 砺+婦 婦 の研+恥)+P彡 曾)砺

    一P彡9)(ΣX〃 、ゴ+1〃、+E・i3)+P彡(H)砺
(1)

ここで、各種実質量の定義は図1の とお りであるが、上記第1式 のEAR 、が 日本からRoWへ の輸出量であ

るのに対 して、第2式 のE」 、は 日本 の(米 国向けを含む)総 輸出量である(図2は 上記第2式 に対応 して

いる)11。 一方、図3に 示 した 日本の競争輸入型産業連関表においては、次の ような(米 国か らの輸入を

含んだ)名 目産出バ ランスが成立 している。

恥 一c(lpit)(琴丸+互)+P渓H)c,;+P彡9)恥 一pUJ;(MUJ)+Mu.i,) (2)

ここでは、図3に おける日本の輸入量.MUJ;に ついては、対家計 .M甜1と 対産業.MUJ 、を分離 している。 ま
た、 日本の米国か らの輸入金額については、図2と 図3に 対応 して以下が成立 している。

        P『」μ 房!= c(Hpit)O」、一P彡IH)O」」、

        PUJ;MUJ;一P鶉)(XJ+i9+互)一d(IJi)(XJJii+玩)

上記の名 目バ ランス(1)一(4)式 に対応 して、以下の物量バランスが成立 しているもの とす る。

XJ` =

M搬

Mug 、

ΣX」Jり+1」J、+OJJ、+E」{

ゴ

ΣX・ 、、+1・ 、+0・ 、+E・ 、一Mσ 、、

ゴ

OJ`一 〇JJ{

駆+互 一(ΣX」 」、、+1〃、 3)

(3)

(4)

(5)

(s)

(7)

(8)

ジン率に相違があれば、対産業と対家計の購入者価格評価による日米相対比価は異なることになる。また運輸についても、対産業と
対家計の輸送方法の違いや、重量や距離といった運輸サービス量の違いによって、購入者価格評価による相対比価には大きな相違が

発生する。このように購入者価格評価による相対比価あるいはPPPの 記述においては、明確に対家計と対産業を分離して記述する

必要がある(運 輸 ・商業マージン率の対家計および対産業それぞれの日米格差については、後に4.3に おいて計測をおこなってい
る)。 よって、ここでの生産者価格評価の段階においても、やや煩雑になり、また一部の第3次 産品のみが実際に観察可能であるに

過ぎないが・非貿易財については対家言価 格・鯉 と対産業価蠣11)を 区別している。

が謝 李卿 需要価格(compositep「ice)は ・非貿易財については対家計価格c(Hpas)一・彡IH)・また対産業嚇 」)一・d(J;∬).
11よ っ てEJ

・=`j XJU+i+jJU;+CJU,+EAR葱 で あ る ・
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日本の実質産 出バ ランス(5)式 において、国内生産 品の うち家計消費需要に向か う実質 シェア(消 費比

率)を 、

            wd(HJ;)一舞 一坐 包x箋 ±1麹  (9)
とす る と、国内生産品の名 目産出バ ランス式(1)式 より、国内生産品価格は対産業価格 と対家計価格 との

集計関数 として以下のように導かれる。

pdi,=p彡1∬)(1一 ω彡IH))+P彡(H)ω 彡(H)

また日本の米国からの商品別実質輸入比率を、対家計および対産業別に、

m(H)w

it

 m(1)ω
Jj

_ M誇! 0J、一〇〃、一 
c, =一 一δ」`一

一 瑠 、一 Σ丁

ゴX」、ゴ不万= 』 』 驢ΣメJ、ゴ千1」、

(Σ ゴx・・、+・Ji)一(L..jXJJi、+・JJ;)

(lo)

(11)

(12)

のよ うに定義す る。為替 レー トをe(円/ド ル)と す ると、 日本の米国か らの輸入価格はpug 、=e(1+
ryU・i)(1+TU.・ 、)P瓢1)で あ る ことか ら(ま た 貿易財 につい て はd(.pu

;∬)一d(Hpu=))、(3)お よび(4)式 と(1・)お よ

び(12)式 によ り、 日本の家計需要価格、産業需要価格は、

        P瑳H)一P彡IH)(1一 ω箕(H))+pu、 mwit(H)

           一P彡IH)(・ 一ω箕(H))+・(1+ッ σ・i)(1+Tσ祕H)mwas(H)  (13)

        P瑳∬)一P彡 ～∬)(1-mwas(1))+p翫 ω箕(1)

           一P彡1∬)(m1-2UJ,(1))+・(1+ryU・ 、)(1+7σ祕 ∬)ω箕(∬)  (14)

のよ うに導出され る。競争輸入型産業連関モデル における名 目バ ランス式(2)式 に、(13)式 お よび(14)式

を代入することによって非競争輸入型産業連関モデルにおける国内生産品の名 目バ ランス式((1)式)に 一

致することは容易 に確認 され よう。以上 と同様 な展開を米国についてもおこな うと、米国の国内需要価格

(家計お よび産業)は 次の ように求 められ る。

        c(Hpu;)= d(Hpv;)(1一ω段(H))+洗 ω段(H)

              d(Hpu;)(1-mwU,(H))+1e(1+ッ ・研)(1+η のP彡IH)m2uU,(H)

         c(lpUt)= d(IPU;)(1-mwU,(∬))+piu;u'v;(1)

             dpv;∬)( m1-wit(∬))+1e(1+'Y・U;)(1+T・のP彡!∬)ω窃(1)

ここで生産者価格評価 による 日米相対比価 を以下のように定義 しよ う。

      畷,Pd(H)一 麗,pd(1)一 轟, CPZ(H)一鏘),

(15)

(is)

                                      c(1)

                                  CPi(∬)一・P肇(、) (17)
                                     epU,

(17)式 のPa、 Pd(Ha )、 Pd(∬)はそれぞれ国内生産価格の 日米相対比価 、その対家計お よび対産業向け価格

の相対比価であ り、本稿では 「国内生産相対比価」と呼ぶ。またPi(H)、 Piの は(対 家計お よび対産業の)

国内需要価格 の 日米相対比価であ り、「国内需要相対比価」 と呼ぶ ことにする。 ここまでの対応か らみ る

と、国内需要相対比価(家 計)は(13)、(15)式 を代入 して次のよ うに表わ される。

        畔 瓢(～諜 翫:}騾 工'rUJTJU:畿ll;(18)
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(18)式 を展開すれば、国内需要相対比価(家 計)と 国内生産相対比価(対 家計)と の対応関係式は次のよ

うに求められ る。

          Pノ田)一謙 鄂 罵 訓}三 群1
同様に、国内需要相対比価(産 業)お よび国内生産相対比価(対 産業)は 以下のよ うになる。

CP

i(∬)=

P彡1∬)(1-mwit(1))+・(1+'YUJ;)(1+7ひ ・、)dpu;∬)mwJt(1)

・d(lpu
;)(1-mwU;の)+(1+椥 、)(1+η のP彡(1)wmU;(1)

(1十'YUJ;)(1±TU・ ⊇望窶(1) C-PZ(∬)(1
. m-wU;(∬))

(is)

Pd(1>2
CP

i(1)(1+ツ ・の(1+η σ、)m2UU,(∬)一(1一 ω箕 の)

(20)

(21)

また国内生産相対比価はその対家計お よび対産業向け価格 との集計価格 として、(10)式 に(17)式 を代入

して、

            Pノーpl(H)撃+plσ)重?%遡  (22)
と して導 かれ る12。

3.2 購 入 者 価 格 評 価

 前述のよ うに、OECD-Eurostatな どによるPPP調 査は家計消費支出(あ るいは投資)を 推計対象 とし

てお り、それはすべて購入者価格評価である。3.1で は生産者価格評価による相対比価 を導いたが、ここで

は運輸(貨 物)・ 商業それぞれについての 日米国内マージンについて記述す ることを通 じて購入者価格評価

との対応 を明確に しておきたい。その後 に、2.1や2.2で 紹介 した観察資料 との対応 で、実際に各種相対比

価を求める計測プ ロセスを3.1で の生産者価格評価にお ける議論 と合わせて示すことにす る。

 貨物輸送サービスは、その商品 自体の重量、輸送距離、輸送頻度、輸送時間な どに規定 されてお り、 こ
こではある同一商品の実質生産量X」 、あた り、その需要者 に至るまで商品別 に一定率の輸送サー ビス量を

要す ると仮定す る。同様 に商業サー ビスについてもそのサー ビス量は商品毎に実質生産量の一定率である

と仮定する。 しか しなが ら、前節の脚注10に 述べた ように、1単 位の商品に必要な輸送 ・商業サー ビスは、

対家計および対産業に応 じて大きく異な りうる。輸送サー ビス量は、輸送方法の相違、輸送重量、距離、輸

送頻度 といった面において需要先が家計であるか産業であるかによって大きな相違がある。 また商業サー

ビス量は、産業向けの場合、卸売段階で購入するケースが多 く、家計向けの場合 には小売段階で購入す る

ことが多い。よってここで も対家計 と対産業を分離 し、上記の比率について、輸送サー ビスについては対家

計比率柵8)・ 対産業比率をTAI)と しよ う・ また同様に商業サー ビスにはそれぞれW卿 呼 とす る.
このよ うな定義によって、一例をあげるとT5ダ)O」 」

、が2商 品を最終需要者 である家計までの輸送に要す る

国内輸送サー ビス量であ り、Wax)O」 」、が家計の購入段階における国内商業サー ビス量を示 している。また

そのサー ビスに対する単価 をそれぞれ、輸送サー ビス価格 はpTJ、 商業サー ビス価格はpwと 表示する13 。

 日本の非競争輸入型産業連関表(図2)に おける家計消費支出を考えることに しよう。そ こでの名 目家

計消費支出は、生産者価格評価に よってp彡IH)O」 」、と表記 されていた。一方、購入者価格評価1こよる対家

12以 上 のように、(17)式 に定義した生産者価格評価による各種相対比価は、相互に(18)一(22)式 のような対応関係を有する。実際の計測と
の対応では、購入者価格評価の相対比価を定義した3.2に おいて整理する。13貨㈱
送サービス価格pTお よ鏑 業サービス価格pwは ・醂 生産価嗣

、伽 部であるが、特に両サービス価格につL・ては特定化した表記をおこな
っている。貨物輸送や商業についてのサービス価格は、対家計と対産業で(サ ービスの質に相違があるならばサ

ービス量の差異に反映されているとして)区 別をしていない
。また旅客輸送については、マージンとは無関係に別途、対家計価格

を定義している。
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計国内生産価格を錫1(H)に よって表わせ}ま講 入者価格評価での名 目家計消費額1まP31(H)・ 、J,であ り、両

者 は上記までの仮定によって、

           P梦1(H)O」J、一P彡IH)O」」、+P殫)0・J,+P弼 ダ)0〃、   (23)

のように定義 されている。(23)式 の両辺 をOJJ `で割 ることによって、購入者価格評価 と生産者価格評価に

よる対家計 国内生産価格の関係式が求められ る。対産業価格 もまった く同様 に求 められ、その両者の価格

関係式は以下の とお りである。

              ガ(H)一P彡IH)+P弼 ダ)+P7w5ダ)     (24)

              垢1(∬)一P彡!1)+劇1)+P望w51)     (25)

ここで2商 品の名 目運輸マージン率 ・商業マージン率を、対家計 ・対産業それぞれ について購入者価格評

価値 を分母 として次の ように定義す る。

           mエ(H)一彊 罐慣)   (26)

           mエの一黔 鑑:∵芻 一麟) (27)
                 py嘱 ダ)O」J、 P『嘱 ダ)            W(H)

                  垢1(H)O」」、 垢1(H)一         (28)
           mJi    =

           m即)一w(1) )黜) (29)
上記お よび(24)式 と(25)式 より、次式が成立する。

              P彡!且)=P契(H)(1-m工(H)W-mgt(H))     (3・)

              P彡!1)一 垢1(1)(・一m三(1Lm賀(1))     (31)

また同様 に、以上の展開を米国についてもおこな うと、購入者価格評価 による国内生産価格の 日米相対比

価 は、生産者価格評価による国内生産相対比価 との関係式 として、次式のように表 される。

ppd(H)a 一 塑 一dP.(H)h-m肥 一噬(H))
・瑠(H) z(1-m工(H)一Wmg

t(H))

璽1{LP・(・)(・ 一m塾m型))

       (1-m罫1)一m努(1))

(32)

           Ppd(1)一 畷(・)2  一  (33)

ま た輸入財 につ いて も、国内運輸 ・商業マー ジンについ ては国内財 と同様 であ るか ら、両者 の複 合財

(composite goods)の 価格である国内需要価格についての 日米相対比価は(32)式 および(33)式 と同様に、

Ppc(H)_z

 CPi(1)=

 pc(H)

勧=岬
謝 ・广Pl(∬)

(1-mU(H)一mU(H)/

(1-m工(HLm賀(H))

C1-mU(1)一mU(1)/

(1-m(∬)一m努(1))

(34)

(35)
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のように購入者価格評価 と生産者価格評価 との対応が成立 している。 ここで CP i(H)お よび CP i(∬)は購入者

価格評価による国内需要相対比価(家 計および産業)で ある。 日米国際産業連関表の価格体系からは じま

る以上 までの展開によって、次のよ うに商品別PPPを 定義す ることがで きる14 。

                    PPPi=・Ppc(H)       (36)

(36)式 にみ るよ うに、PPPは 購入者価格評価 による輸入財を含む家計消費需要価格 に対応 している。

 では、実際の計測プロセス との対応で、以上の各種相対比価およびPPPを 整理 してお こう。表3は 表1

や表2で 紹介 した内外価格差に関す る主な統計資料か ら得 られ る価格定義 と、本稿での展開による各種相

対比価お よびPPPと の対応関係を整理 したものである15。

表3:各 種鐘計資料と価格定義

     [璽]二 『..聳料

[生産者価格評価]醗巴臓 )
国内需要(輸 入財含む)

【購入者価格評価]

国内生産

国内需要(輸 入財含む)

〔=「壷至望 「認 …『

即 一 運輸蘭連 x

     内外価格差調査

     (旅客:表2d)

pc町}'  .一一丁    皿 『
 包 .

pdcl)
 乞

P`(1)
  1

・医薬品(表2f) Ppd(1)z 社 会 資本(表2h)

・医療用具(表29)

Pea(H)

 CP.(71)
 x

PPPi

・消 費 財 ・サ ー ビス

内 外 価 格 差(表2a)

・OECD-Eurostat

 PPP調 査(表1b)

Ppc(1) ・中間投入に係る

 内外価格差

調査(表2b)
・木材製品(表21)

 まず はじめに、実際の計測プ ロセスを明確 にす るために、国際産業連関表の実質化について述べておき

たい。 日米国際産業連 関表において、米国価格評価による実質化を考えよ う。完全な米国の競争輸入表 の

みを考 える と、米国価格評価(全 ての米国価格 を1と 基準化)に よる米国表 は名 目表 と実質表で同一にな

る(日 本表でのみ相違が発生する)。 しか しながら、 日米相互の貿易構造 を考慮す ると、米国の国内生産

価格 と国内需要価格 をともに1と して基準化することは矛盾を含み、米国価格評価による名 目米国表 と実

質米国表は相違が発生することになる。いま米国の国内生産価格paU ,i(お よびd(HpU,)、 d(.pv;∬))のみを1と し
て基準化 した とき・(以 下に求 められる)日 米国内生産相対比価 を反映 して 日本 の国内生産価格P鏑 決定

され る。 それは同時に、国際運賃や関税 を考慮 して米国の 日本か らの輸入価格p%
iを決めることになる。

よって、その複合財価格である米国の国内需要価格 坊
iは一般的に1と はな らない。以上のように、日米貿

易の相互依存関係 を考慮す ることによってすべての米国価格 を1と して基準化す ることはで きないのであ

る・一方で・本稿 で導出 したい表3に 示 したよ うな各種 日米相対比価は、その定義により全ての米国価格

14一 般には
、ある消費費目バスケットを想定して、各費目の家計需要価格の国際価格差からの集計量としてPPPを 定義すること

が多い。本稿ではその目的から、特に集計ではなく商品別にPPPを 定義しておくことにする。この商品別PPPは 産業連関表と完全に整合的
に定義されていることから、様々な集計方法により最終需要や家計消費支出の商品構成をウェイ トにして集計PPPを 計

測することも容易である。

讙欝 饌ρ谿鸚顯 嬲蘢灘愁聖鵬 黷 蕘糶嶐繍穿離鼎覊騰貍
なものを扱っているに過ぎない。また各種内外価格差調査において輸入財を含むかどうかなど必ず しも明確では無いものもあること

に留意されたい。
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を1と した もとでの(為 替 レー トを考慮 した)日 本の各種価格を意味 している。 よって、以下では米国に

お ける国 内生 産価 格(家 計お よび産 業)を1と 基準 化 した も とで 、国 内生産 相対 比価Pa 、 p d(Hz )、 Pd(1)、

お よび 日米 の 国内需 要価 格(c(HPJ
`)、P瑳 ∬)およびc(HpUt)、 c(1pUs))を求 め、そ の上 で国 内需要 相対 比価Pi(H)、 

CP 
Z(∬)および購入 者価 格評 価 でのppc(H)、 CP i(1)を 再 定義 す る こ とにす る。 以上 の よ うに本 稿 で は、米 国国

内生産価格における対家計(H)と 対産業(1)価 格 の絶対的相違 は存在せず(と もに1と 基準化) 、米国の

対家計価格 と日本の対家計価格 、および米 国の対家計価格 と日本の対産業価格のそれぞれの相対価格のみ

に米国内の価格差が反映 されることにな ることに留意 され たい。

 では、OECD-EurostatのPPP調 査から得 られる商品別PPPか ら、各種相対比価 を導 くプロセスを示す

ことにしよ う。 この商品別PPPは 我 々の定義ではPPP2に 対応 してお り、それ は(36)式 により為替 レー

トの調整 によ り、同時にPpc(H)を 意味する。 よって(4.3で 計測 してい る)各 国表か ら得 られ る商品別名

目マージン率(運 輸 ・商業)の 日米格差を考慮すれ ば、(34)式 により生産者価格評価 によるPi(H)を 導 く

ことができる。そ して CPi(H)の決定 と、(19)式 にお ける国内需要相対比価 と国内生産相対比価 との関係式

より、Pd(H)を 求めることができる。 しか しなが ら、国内需要価格(輸 入品 との複合財価格)は 日米相互

の貿易構造を通 じて定義 されていることか ら、(19)式 の右辺か ら直接的に左辺pa(H)が 求め られるのでは

ない。 日米表か ら観察 され るのは名 目値 のみであり、右辺 における日米相互の実質輸入比率wm(HJ
;)お よび

 mwU;(H)が先に決定 されないからである。それは(11)式 に示 した日本家計の米国からの商品別実質輸入比率

が、(3)式 にみるよ うに(こ こで導出したい)日 本の国内生産価格(対 家計)p湊H)お よび国内需要価格(家

計)p瑳H)に 依存 していることによる16。 よって実際の計測プ ロセス としては、(19)式 における国内需要相

対比価 と国内生産相対比価 との関係式を満 たすよ うに・Pd(H)(お よびP粥)、 P≦H)、 P銑H))を 計算 して

いる。また貿易財 については、Pd(H
z)はPノ(1)と 同一であるから、以上までの計測プロセスを通 じてPPPi

から国内生産相対比価Pdが 求 められ ることになる。 さらに、(20)式 あるいは(21)式 によ り生産者価格評

価での国内需要価格(産 業) CPi(∬)が求 められ、また(33)式 と(35)式 によりそれぞれ購入者価格評価での

対産業価格ppd(∬)、 CP Z(∬)が導出され る。

 また中間投入に係る内外価格差調査(通 産省)か らは、それが対産業価格  CPi(∬)に対応す るので、(35)
式を通 じて生産者各評価へ と変換 され、上記のOECD-EurostatのPPP推 計における対家計価格の計測プ

ロセスと同様 に、対産業価格についての各種相対比価(貿 易財 については国内生産相対比価まで)が 求め

られ る17。

 購買力平価委員会による直接的な生産者価格評価での国内生産相対比価P㌘ は、貿易財についてはPp(H)
お よび 理(1)と 同一であるか ら、家計お よび産業それぞれの 日米相互の商品別輸入比率の相違を反映 して

国 内需 要相 対比 価Pi(H)(P瑳H)、 c(HpU,))お よ びPi(1)(P≦ ∬)、遜 ∬))を 導 け る.ま た 、 さらに商 品別 運輸 ・

商業マージン率の 日米格差を考慮 して購入者価格評価による各種相対比価 を求めるこ とができる。

 その他の内外価格差調査についても同様な計測プロセ スによって、生産者価格評価および購入者価格評

価による国内生産相対比価(対 家計および対産業)、 国内需要価格(家 計お よび産業)を 求めることになる。

 また特に、若干の例外的扱いを示 してお きたい。われわれのフレームワークでは輸入価格については、そ

の計測 の困難性 か ら日米相互のみの貿易構造 を通 じて定義 していた。 しか し観察可能で、かつ大きなバイ

アスを持つ と考えられ る一次エネルギー(石 炭、原油、LNG)に ついては、別途RoWか らの輸入相対比

価 として考慮 している。例 えば、米国のような天然ガスのパイプラインによる輸送 と、 日本のよ うなLNG

の海上輸送では大 きく輸送 コス トも異に し、当然CIF輸 入価格では 日米価格差が存在 している。そこで

IEA[2]お よびEDMC[1]に よって、 これ らの一次エネルギーの輸入価格(ま た我が国は僅かであるが国内

生産価格)の 相対比価を求めている。求められた輸入価格 にお ける 日米価格差は、RoWか らの輸入 である

か ら外生的に扱 うことができ、その相違は国内需要相対比価 に加味 され ることになる。

16また(3)式 にみるように・日本の米国からの輸入儲 ρr・、にも依存して・・る・それは・(1+7u・i)(1+… 、峨 であり、米国

糶 鬻 格を1と 基準化することによって求められている(な おこの表記は・貿易財であることから米国の国内生産価格dpv;で
17な お

、OECD-EurostatのPPP調 査 に含 まれ る資本 財 調査 につ いて は 、 これ と全 く同様 に扱 って い る。
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 以上のよ うに、表3に 示 したよ うなすべての観察資料か ら、本稿 での展開 と整合的な各種相対比価が商

品によっては複数求められ ることになる。それは第5節 において、それ らの選択のためにあるいは異常値

の検出のために適合性を考察 し、最終的な商品別相対比価 を選択することにする。

 以上までの計測フ レームワー クに加えて、最後に運輸 ・商業の国内生産相対比価 の計測 について補足 し

ておきたい。まず(貨 物)輸 送価格の相対比価 についてみ ると、 日本の運輸マージンの定義式(26)式 およ

び(27)式 と同様 に米国を想定すれば、運輸マージン率の 日米格差は、

                 m二(H)_P∫P袈(H)T5ダ)

                 癜 戸 一TpU p,a(H)靭

                 峨(∬)_P∫P窃(1)TJI)

                 mT(rU;)一露評 卿     (37)

となるか ら、貨物輸送部門の相対比価PTは 、次のように表 される。

           畷 一Pad(H)霧罅 一P畷;霧  (38)
(38)式 をみてわかる通 り、貨物輸送部門の相対比価 は、購入者価格評価による商品別国内生産相対比価 と

名 目マージン率に加 え、1単 位 の商品あた りの輸送サー ビス量の 日米両国における相違 を反映 したもので

ある。 実際の計測においては、生産者か ら需要者 までに必要な輸送サー ビス比率を求めることはできない

ため、運輸省[11]等 の調査結果 をもとに して直接的にPTの 値を推計 している(具 体的な計測 はA .1を 参

照の こと)。輸送サー ビス量1単 位あた りの価格はすべての商品の輸送において同一の価格である(よ って

pTは 同一である)が 、購入者価格評価 による国内生産相対比価、および運輸マージン率において商品別、

霰 先別(対 家計 ・対産業)に 日米格差が存在 しているために・(38)式1こ よ り商品別 ・需要先別に鶉 お

畷 ㈱ られる・この比率は、輸送騨 その他の側面(輸 送嫐 ・ット)など、国土条認
済条件を反映した商品別輸送サービス比率の日米格差を意味している。 日米生産性比較という目的からみ

れば、貨物輸送に関わる外的条件の相違をこのように評価できることは重要な視点であろう。もし国内生
産価格において生産者価格評価では日米格差が存在 しない商品を仮定 しても、上記のような外的条件を反

映して貨物輸送サービスを含めた購入者価格評価では格差が存在しうる。 日本は米国に比してその国土条

件から輸送距離が短いので霧 〉・であれば、日本に嫩 優位があるといえる(購 入者価格では割安にな

る)。 しか しもしそれが検出 されない とすると、経済的条件 としての小 ロッ ト多頻度輸送など、商品1単 位

当た りの輸送サー ビス量が大きいことによる影響の反映 と考えられ、その輸送効率の改善こそが国土条件

による比較優位を活かす方策であると言 えよう。

 次に商業部門の国内生産相対比価 を求 めることにする。上記の貨物輸送部門と全 く同様の展開をお こな

うと、相対比価は次のよ うになる。

          畷 一Ppd(H)縄;夥;一P野の霧1:1;夥 (39)
輸送部門との相違は商業部門(卸 ・小売)に ついて、商品1単 位 当た りの商業サービス量、あるいはそれ に

対す る価格(相 対比価)の 計測が共に困難であることである。輸送部門の際には、重量 ・輸送距離や 日数制

限な どある程度輸送サー ビスの質 を統御 した価格資料が得 られたが、商業部門については質の定義が非常

に困難であることか らそのよ うな資料 は得 られ ない。そ こでわれわれ は商品別商業サー ビス比率が日米で

同一である(WaxU;)一W5ダ)お よびWUr)一 曜))と して、観察 され る名 睛 業マージン率(卸 ・ノ亅・売)の

日米格差を商品別に考慮 して、商品別 に、またひ とまず需要先別(家 計お よび産業)に 相対比価Pw(H) 、
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Pwの を計測することに した。求められた商品別需要先別相対比価を、商業マージン金額を ウェイ トに し

て集計 した平均値によって商業部門の国内生産相対比価Pwを 求めている18 。

4 相 対 比 価 の 計 測

 前節での計測フレームワークにしたがって、実際の計測にあたり必要とする様々な係数の計測結果を示
すことにする。まずはじめに、商品分類(164分 類)の 定義と観察資料との対応について述べよう。

4.1 商 品 分 類 と観 察 資 料

 表4は 、1990年 日米国際産業連関表の164部 門分類の紹介 とともに、その相対比価 を求めるために用い

た観察資料の概要について対応表をま とめたものである。表4で の資料記号は、表1お よび2に 対応 した

ものであ り、その他一部の例外的な扱い としてIEA[2]やEDMC[1]等 により計測 したエネルギ`.価 格の相

対比価(輸 入価格を含む)や 、3.2の 終わ りで紹介 したよ うに商業マージンの ように特別 な推計法による

ものは特記 している。 また各種統計は表3で 示 した ように異な る調査価格であるが、 ここでは価格評価の

定義にはこだわ らずに単に推計資料 との対応 を整理 していることに留意 されたい。対応表からわか るよ う

に、同一商品であっても異なる資料によ り重複 して各種相対比価 が求められ るものがあ り、後に5で 述べ

るような何 らかの選択基準を与えることが必要である。またすべてが空欄 であるよ うな商品は、各種統計

資料か らは入手できないか、あるいは著 しくその代表性を欠いていると判断 したものであ り、これ らの部

門については類似する商品の相対比価によって暫定的 に複数の可能性 を用意 し、その中か ら上記 と同様に

選択基準に従って決定する。

4.2 国際輸 送 マー ジ ン率 ・関税 率

 日米貿易構造を通 じた相対比価の計測のためには、日米相互の国際輸送 ・保険マージン率および関税率
を商品別に求 める必要がある。 これ らは、先 に述べた ように 日米表そのものからは集計額 しか得 られない

ために求めることができない。 しか し、 日米表の付帯表(Supplementary Table)で ある 日本および米 国

の輸入マ トリックス と日米表原表か らの差によって求めることができる。

 1990年 における計測結果は表5の とお りである。国際輸送保険マージン率は、輸送距離が同様であった

としても重量や商品価値によって商品別に異なってお り、商品毎の輸入金額1単 位あた りの国際運賃 ・保

険額であることに留意 されたい。その意味で も、また海上輸送 と航空輸送の区分 もできないとい う意味で

も、商品間の相対的な比較は注意を要するが、その集計量でみると日本の米国からの輸入における同率は

26.2%で あるのに対 して、米国の 日本からの輸入では9 .6%と 約3分 の1強 になっている。また関税率は全

体でみ ると、 日本の米国からの輸入については4.6%、 米国の 日本か らの輸入については3 .4%と 若干 日本

にお ける関税率の方が高い結果 となってい る。われわれの相対比価の計測ではこれ らの両国間の比率が考

慮 されて、1990年 における 日米貿易構造を通 じて整合的な価格評価 として計測 され ることになる。

is
.,求 められた平均的なpwを 基準にしてみると、逆に商品別 ・需要先別に(1商 品金額当たり必要な)商 業サービス量の日米格差が求められることになる

。以上の計測プロセスにより、それは絶対量としては日米比較ができないが、商品別 ・需要先別に相対的に
は比較可能な指標となる。なお、実際の計測においては、「129.卸 売」「130.小売」部門別におこなっており、それぞれの平均値とし
ての相対比価は(そ のサービス量の定義から)需 要先によらず同一であるが、両部門別に求められることになる(結 果は4.3参 照)。
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4.3 国内 マー ジ ン率

 日米両国について国内マージン率は、 日米国際産業連関表か らは得ることができない。そこで、 日米各

国の産業連関表か ら日米表に対応 した商品別マージン率を計算 している。本稿において推計す る相対比価

は90年 時点を対象 としているため、マージン率の推計も日本表については90年 表 を用いたが、米国につ

いては87年 表(商 務省 σ表)を 用いている。

 推計の第1段 階 として、各国基本分類で作成 された生産者価格表、貝冓入者価格表及び商業マ`..ジン表、

国内貨物運賃表を 日米国際産業連関表164分 類に部門統合す る必要がある。 この際、 日本表 と米国表の間

にはいくつかの部門概念の相違があるため、以下のよ うな点で注意を要する19 。

 自家輸送 と呼ばれる産業部門内で独 自にお こなわれている輸送については、 日本表では産業部門の活動

か らこれ らの活動を取 り出 して仮設部門 「自家用旅客 自動車輸送」及び 「自家用貨物 自動車輸送」 として

計上 しているが、米国表 では このよ うな 自家輸送を各産業の中間取引 として計上 している。 日本表には、

米国表 と同 じように 自家輸送部門を各部門の中間投入 として計上 した表も存在す るため、今回の推計 には

これ を用いた。また 「企業内研究開発」及び 「事務用品」部門についても、 自家輸送 と同様に米国表では

各産業部 門の中間投入 として計上 されてい るため、米国表にこれ らの部 門は存在 しない。そこで 日本表に

ついては、「企業内研究開発」部門を 「145教 育 ・研究」部門に、「事務用品」部門を 「164分類不明 ・その

他」部門に統合することとした。 日米表作成段階においては、 日本表を米国表にあわせ るため 「企業内研

究開発」及び 「事務用品」生産額合計を産出比率で産業 ごとに分割 し、それをさらに両部門の投入係数で

分割 したものを各産業部門の中間投入額に加算 しているが、マージン率推計のためには生産者価格表だけ

でなく、商業マー ジン表や国内貨物運賃表、購入者価格表についても部 門統合 をす る必要があ り、その場

合生産者価格+マ ージン額=購 入者価格の関係が必ず しも成立 しな くなるため、上述のように単一の部門

に統合す る方法を取っている。各種マージン率は、対産業お よび対家計 として定義 され るため、その推計

に際 してはある商品のマージン額が全ての産業について集計 され る。そのため今回のよ うに単一の部門に

統合する方法を取 ることによっても、結果 として得 られ るマージン率がバイアスを持つ ことはない。 また

米国表 には存在す るが、 日本表 には存在 しない部門 として 「ロイヤ リテ ィ」部 門がある。 「ロイヤ リテ ィ」

部門は列ベ ク トルの中間投入額 が0で あるため、米国表統合 に際 してはこの部門を削除 している。

 このように日米各国表の概念 を調整 して統合 をおこなった結果、 日米表部門分類に対応 した 日米各 国の

生産者価格表、購入者価格表、商業マージン表、国内貨物運賃表が作成 され る。 さらに各マージン種別に、

商業マージン表は卸売マージン表 と小売マージン表の2種 類、国内貨物運賃表は鉄道運賃表、道路運賃表、

水運運賃表、航空運賃表、その他運賃表 の5種 類に分割す ることができるため、合計7種 類の表が作成 さ

れることになる。

 マージン率推計の第2段 階 としては、各国各商品ごとに対産業、対家計の2種 類 のマー ジン率を求める

ために、統合 され た表を さらに集計す るこ とになる。各マージン率の定義は3 .2.にお ける(26)一(29)式 の
とお りであるが、実際の計測 においては上記の ように商品別 ・需要先別(家 計および産業)に2つ の商業

マージン率 と5つ の運輸マージン率に分割 して計測 してい る。計算 された 日米商品別 ・需要先(家 計およ

び産業)別 の運輸マージン率 の結果 は表6の とお りであ り、また商業マージン率は表7の とお りである。

推計結果によると両国の国土条件お よび経済条件 を反映 して、各種マー ジン率の 日米格差は明確 な特性 を

示 している。表6の 名 目運輸マージン率の 日米格差をみ ると、平均的に鉄道輸送、航 空輸送は対家計お よ

び対産業 ともに米国が大 きく、水運 では 日本が大 きい。国内貨物輸送 の うち最大のシェアを占める道路輸

送(対 家計で米国約65%、 日本約74%、 対産業で米国約57%、 日本約68%)に ついては、対家計では 日本

が大きいが、対産業では若干米国の方が大きくなってい る。またマージン率の表7の 卸売 ・小売マージン

率の 日米格差をみ ると、対家計お よび対産業 ともに卸売マージンでは 日本が高く、逆に小売マージンでは

19部 門対応表については
、『1990年 日米国際産業連関表(確 報)』[23]の 表3(pp.47-56)を 参照のこと。またこのように実際の計

測では各国表を用いて各種国内マージン率を計測していることから、3.2で の(26)一(29)式 のように完全に国内生産品のみを扱っ
たものには対応 していないことを付記しておく(本 稿では輸入品についても各種国内マージン率は同率であることを仮定している)

。
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図4:商 品別卸売部門相対比価の頻度分布

米国が高い結果 となっている。 これ らは名 目の各種マージン率の 日米格差であるが、次 に3.2で 示 したフ

レームワー クに したが って、よ り詳細に検討す ることに しよう。

 は じめに、3.2の(39)式 および表7で の商業マージン率の計測結果に基づいて、商業部門(「129.卸 売」

および 「130.小売」)の 相対比価 を計測することに しよう。先 に述べたよ うに、商業 自体の数量 ・価格の定

義 が困難であることか ら、ある商品金額 あた りの商業サー ビス量が 日米両国間で同一であることを仮定 し

て 日米相対比価 を求めてい る。また、脚注18で 示 したように、実際の計測では(39)式 に対応 して、卸売 ・

小売部門別 および各商品別に商業部門の相対比価 が計測 され る。商品別 に計測 された相対比価の頻度分布

を示 したものが、卸売部門については図4、 小売部門は図5で ある20。

 図4に みるよ うに卸売部門の相対比価 を商品別 に計測す ると、1.00か ら1.25の 間にmodeが あ り、相

対比価が1を 下回る(日 本の価格が割安である)商 品は少な く、右に裾野が広い分布 となっている。この

頻度分布はすべての商品にウェイ ト付 けをお こなっていないので、商品別卸売マージン金額 をウェイ トに

して集計す ることがその平均値を評価す るのに適 当であろう。そ こで 日本 のウェイ トによって集計すると

1.1257、 米国のウェイ トによると1.5332、 その両者の幾何平均(Fisher Index)に よって評価する と1 .3137

となっている。 日本 ウェイ トを用いると、商品間で相対的に割安である卸売マー ジン金額 が多いことを反

映 して相対比価の格差が縮小 してお り、また米国 ウェイ トでは逆になっている。最終的な卸売部門の相対

比価 としては上記の幾何平均値1.3137を 採用 している。同様に図5で の小売部門の相対比価 を商品別 にみ

ると、modeは1.50か ら1.75の 間であるが、相対比価 が1を 下回 る商品は卸売部門(図4)と 比 して多く、

ほぼ左右対称な分布 を示 している。集計値 としては、 日本 ウェイ ト1 .1261、 米国ウェイ ト1.2856と ウェイ

トの差による乖離 も縮小 してお り、その幾何平均値は1.2032で ある。以上のよ うに小売部門の 日米相対比

価 は、卸売価格の 日米相対比価よ りも8.5%程 日米格差が縮小するよ うに計測 された。卸売価格が相対的に

高い ことは、 日本 の多層的な卸売構造の反映 として解釈 され よう21。

」繍3臓 灣 鬻 黌 鯲 さ総 誌 浮繍緇累鸚繍齶飜鴇驫力綣燕露
測されることになる。よって先取りするかたちにはなるが、ここで求められた卸 ・小売部門の相対比価は、後の5で の適合性の考察を経て最終的に採用された商品別相

対比価を用いて計測している。
21脚 注18で 述べたように

、ここで求められた平均的な卸売 ・小売部門の相対比価を基準にすると、逆に商品別 ・需要先別に(1商
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 一方、貨物輸送部門では直接的に相対比価が計測 され、商業部門のよ うに推計する必要はない。 ここで

は表6に 示 した名 目運輸マージン率の計測結果 と(38)式 に基づいて計測 され る(商 品金額 当た りの)貨 物

輸送サー ビス量の日米格差 を求めるこ とに しよう。計測 された商品別貨物輸送サー ビス量の 日米格差(米

国=1.0)を 、 日米両国の貨物輸送マージン金額 ウェイ トによって集計 した ものが表8で ある。幾何平均値

(Fisher Index)に よる全平均値をみ ると、 日本 の輸送サービス量が米国に比 して大 きいものは、道路貨物

品金額当たり必要な)商 業サービス量の日米格差(米 国=1.0)が 求められる。Fisher Indexに よって集計された商業サービス日米
格差の推計結果は次のとおりである。なお、表ではすべての商品の卸売・小売サービス量の日米格差を集計したものと、164分類を
2桁 程度の商品に集計したものを示している。

                   一一一→…=一 一  一ビス ー二1 示蕘与二脈 一
                      皿「哥蒙評一「対蘆  OP「 一    〇

農林水産業
鉱業
食料品
繊維
木材
紙

化学
石油石炭製品
ゴム・皮革

窯業・土石
一次金属
一般機械

電気機械
輸送機械
精密機械
その他製造工業品
 全平均

1.04

2.88

1.42

3.12

2.83

1.16

0.78

0.ss

1.78

1.60
0.99

0.74
0.si

2.50

1.05

2.26

1.46

1.41

1.12

1.62

2.94

0.a2

1.42

1.11

0.74

0.72

1.46

0.48

0.56

0.s2

1.24

0.ss

O.85

0.88

1.29

1.12
1.48

3.05
0.s2

1.38

1.02

0.77

0.s2

1.47

0.49

0.56

0.65

1.52

0.98

1.38

1.00

1.28

1.14

1.57

1.39
1.19

1.34

1.03

1.37

0.80

0.39

0.72

0.31

0.56

0.so

O.50

0.ss

1.12

1.27

1.14

1.57

1.39

1.04

1.27

1.00

1.40

0.70

0.27

0.24

0.19

0.46

0.70

0.51

0.7s

1.00

 先 に述べたように、われわれの推計が平均的な意味で商業サービス量の日米格差が無いことを仮定していることから、卸売 ・小売部門
における全商品の平均値がともに1.00と なっていることを留意されたい。よって上記の数字は絶対値としては意味が無いが、商品別
・需要先別に相対的には比較可能な指標となっている

。まず、1商 品金額あたり卸売サービス量をみると、全商品集計値で対家
計卸売(1.46)の ほ うが対産業卸売(0.88)よ りも66%程 大きな値をとっている。対家計卸売サービスが1を 超えていても、日本では米国よりも多く

の卸売サービスを要するとは言えないが、相対的に米国よりも日本の対家計卸売サービス量が対産業に比して多い

ことがわかる。また商品別にみれば、一次金属、一般機械、電気機械などで相対的に少ない卸売サービス量となっている。また小売
サービスをみれば、一次産品など素材部門が大きく、各種機械などで相対的に少ないものとなっている。計測された相対比価との対応
で考えれば、日本は卸売 ・小売価格ともに20-30%程 米国に比して割高であるが、(両 サービス量の商品間の相対的差異を反映し
て)電 気機械などでは購入者価格評価べ一スでは生産者価格評価ベースに比べてより割安なものとなっている。
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輸送(対 家計 で1.81倍 、対産業で1.26倍)と 水運(同 様にそれぞれ6.36倍 、9.99倍)で あ り、逆 に小 さ

いものは鉄道輸送(0.19倍 、0.08倍)、 航 空輸送(0 .35倍 、0.11倍)と なっている。 両国の国土条件を反

映 して、米国では国内輸送の うち遠距離輸送に関 しては水運が少な く、お もに鉄道輸送 に依存する とい う

輸送形態が明確 になっている。道路貨物輸送の名 目マージン率では対産業で米国(0 .20)が 日本(0.19)を

上回 っていたが、ここでの実質値による評価では相対比価の差異 を反映 して 日本 の方が大きな ものとなっ

てい る。道路輸送で 日本が米国を上回 っているのは、われわれ の相対比価 がヘ ドニ ック関数の計測 によっ

て質的な差異を考慮 したものであ り(A.1参 照)、 それ によってサービス量の評価 が輸送重量 ・距離のみの

反映ではな く小ロッ ト多頻度輸送な ど質的評価 も含まれていることによる。

4.4 日米輸 入 比率

 日米相互の輸入比率について計測結果を示そ う。その際、第3節 でのフ レー ムワー クに したが って、家

計 と産業(家 計消費支出以外 の需要)別 に求めることになる。計測結果 は表9の とお りである。 日本の米

国からの輸入は素原材料か ら各種機械まで幅広いのに対 して、米国の 日本か らの輸入は一般機械、電気機

械 、自動車、精密機械など一部に偏 ったものになっている。 このよ うな商品については、 日米相互 の貿易

構造のもとで実質価格を評価する とき、米国の国内生産価格 を1と す る基準化 に対 して、 日本か らの輸入

を含む米国内需要価格は1か ら乖離する可能性 を有 している。

 以上の ように求められた国内 ・国際マージン率、関税率、および 日米相互の輸入比率を用いて、3.2で 提

示 したフレーム ワー クと各種観察資料 に基づ く具体的な計測方法に対応 して、商品別 日米相対比価 を推計

す る。以下では、その適合性についての考察 を経て、最終的な計測結果 を示す ことにしよ う。

5 適合性の考察

 3.2で 実際の計測プロセスを示 したよ うに、商品によっては複数の価格が推計 され るケースがある。 しか

し、 どの調査 を基に した推計値 が真の 日米相対価格に最 も近い ものであるかを判断す ることはできない。

また、た とえ単一の相対比価のみを推計 した商品部門についても、それが相対比価 として妥当なものであ

るか どうかを検証す る必要がある。そ こで幾つかの仮定を伴 う限定的な議論であ りなが らも、次のよ うな

相対比価 を考慮 した実質投入係数の比較から、その評価へ と接近することにしよ う。

 日米国際産業連関表によって観察 され る名 目投入係数 は、同一の物量単位 によって計測 された ものでは

ないため、 日米間で比較 をす ることができない。 これに対 して、本稿で計測 した各種相対比価お よび各種

価格を用いて産業連関表 を実質化 した場合の実質取引額は、米国の国内生産価格 を1と して基準化 したも

とで測 られた実質値であると考え られる。 よって、 この実質表か ら計算 され る投入係数 は、商品別生産技

術構造 の記述 とい う本来の意味をもっているといえ、この場合には 日米両国で投入係数 を比較することが

可能である。

 ではここで 日米両国の名 目中間投入係数(α3`ゴ、anU;i)を 、図2の よ うな非競争輸入型産業連関表 を前提
に して、以上までの価格評価か ら次式の ように定義する。

α鵝 =

aU.,., =

P彡II)XJ」 り+epi巽 ∬)XσJ、、+ep霊2 XE{、 、

       P彡、Xろ
d(lp

vi)XUU;、+epJ;XJU;、 一+pRU)XRU;,

(40)

pUI)XUi
(41)

上記の名 目投入係数 は、 日米相互の中間財輸入 に関 しては 日米表のフ レームを利用 して国際輸送 ・保険お

よび関税 を除いたベースによって定義 した投入係数である。 またRoWか らの輸入 に関 して、ここで新た
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に定義 したRoWの 国内生産価格(ド ル評価)p瓷2とPRU)に ついては、(3 .1で 示 したように 日米表で分割

され ているのは関税 の商品合計のみであるので)観 察 されていない。そ こで実際の計算では、 日米 ともに

RoWか らの輸入 に要す る国際輸送保険マージンについては無視 して名 目投入係数 を定義 している22 。ま

た 日米両国について実質投入係数(arJ
;ゴ、αaゴ)を 求 める と、分母 ・分子で為替 レー トは相殺 され、

      嘱 一pUi)XJJ.i+pUI)XUJiipUsXJ;±d(lpUt)XRJ=i-XJJti+XUJii+XRJ=i(42)

      嘱 一P解)Xσ 砺 ±P驚+P解)X 一X璽 睾 曳(43)

ここで(41)式 と(43)式 にみ るように基準国 とす る米国においても、 日米相互の貿易構造 を考慮す ると名

目お よび実質投入係数 が異なっている(3.2参 照)。

 いま仮に 日米の生産技術(実 質投入係数)が 全 く同一である場合 を考えよう。名 目日米表か ら計算 され

る投入係数は、名 目投入係数であるから、 日米の生産技術 が同一であっても 日米両国投入係数は異なった

ものになる(na '1i≠ α翫,)。 これに対 して、我 々が作成 した商品別相対比価を用いて実質化 をお こなって定

義 され る日米両国の実質投入係数を比較すれば、もしも推計 した商品別相対比価や各種価格が真の価格を

表 していれば、投入係数は等 しくなるはずである(arJ
ij=arU+i)。

 もちろん実際 には 日米 の生産技術 は同一でないが、 日米それぞれで同一商品を生産する技術 に(実 質化

による漸近的)類 似性があるならば、実質表における 日米投入係数の差は名 目表における 日米投入係数の

差よ りも小 さくなるであろ う。この ような考 えをもとにすれ ば、商品別相対比価 の計測結果を検証す るた

めの客観的な基準 として、次の ような値 を考えることがで きる。

                αゴ=1α3、厂 α翫、1-1α りザ α翫、1      (44)

(44)式 は、 日米 間名 目投入係数の差、および実質投入係数の差の絶対値 を比較 してい るものである。た と

え 日米の生産技術が同一であった としても、名 目表 で定義 された投入係数は異なった値 をとるため、(44)
式右辺第1項 は正値を とるが、推計 した相対比価 が真の値であれば同質 な技術 のも とでは右辺第2項 は

0に なるため、Oiゴは正値 を とることにな る。実際に 日米の生産技術は同質ではないが、前述の ように両

国における生産技術の(実 質化後 による実質化前 との漸近的)類 似性 を前提 とすれば、推計 した2商 品相

対比価が不適切でない場合 には 日米の実質投入係数の差は名 目投入係数の差 よ りも小 さな値を とるため、

Cz;>0(ゴ ・=1,…,N)と なるはずである。逆 に2商 品相対比価が不適切な場合には、 Cz,の 値は0よ り小

さい値を とるといえる。 またCz,の 絶対値その ものには意味が無いので、

                   D琶ゴニ 0  (czJ≦0)

                   Dz9= 1  (ci.7>0)

のように変換 をおこなお う。圦ゴの値 は、αゴの符号によってのみ左右 され、(r'ij自体の大きさを反映す るも

のではない。従って2商 品に関するDidは 、2商 品に関す る名 目投入係数 と実質投入係数の差が縮小 したか

拡大 したかのみを判定す る基準 となる。

 現実の生産技術に関して言えば、例えばゴ産業の生産に際して、日本では原材料としてm商 品を多く使
用 しているが、米国では(国 土条件や大幅な国内相対価格体系の相違から)112商 品と代替的なn商 品を多

22日 本のR・Wか らの輸入価格は・(・+
7R・・)(・+TR・7)d(1)pRJ;によって表わされ・それは本稿でのフレームワークに従 うと・瑳∬)

に等しい・また・日米表から得られるのはΣ
、e鴇(・+・R・ 、)d(1)pRJ;XRUiiのみである.こ こでは、 Q輸 送マージン率や関税率に

米国からの輸入における比率を代用してP瑳1)か ら割 り引いて瑠 を仮定することもできるが、そのような変換1まおこなわな・㌔ ま

た実質投入係数を求める際には・P311)から(米 国からの輸入における関税率を暫定的に適用し、R。Wか らの輸入に対する関税総額

で縄 した)関 税率を割り引いた価格でR・Wか らのCIF輸 入価格をデフレートしてXRU
+iと している.
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く使用 している といったケースを考えることもできる。 この ように 日米両国の間で同一の商品を生産する

際に代替的な原材料を投入 している場合 には、たとえ推計 した相対比価 が正 しいものであって もCz,<0

となる可能性 がある。また実質投入係数では、ある商品の相対比価が不適切である とき、分母 における実

質国内生産額 も不適切な値 を取っている可能性があ り、個別のDz7の みでは判別できない。 よって適合性

の評価 として、2商 品についてDり の平均的な議論のみ をお こな うことに しよ う。ここで、産出に関する平

均値をDZ、 投入に関する平均値をD;と し、

                (産出)Ha:z)Z=O H1:Z)2>0

                (投入)Ha:D;=O H1:D;>0

とい う仮説設定に基づいて産出 ・投入それぞれ の商品別p値 を計算す る。実質投入係数は実質産出 と実質

投入 の両者の影響を受けているので、 この産出 と投入に関する2つ の基準に基づいて、ある同一商品につ

いて重複 して計算 された相対比価の うちp値 の小 さいもの(帰 無仮説Hoが 棄却 されやすい もの)を 採用

することにしよう。またある商品について資料 より一つ しか相対比価が計測 されないケースにおいても、p

値の大きい ものは相対比価の推計値 自体 を見直すこ とにす る。 このよ うに産出と投入それぞれ に仮説 を設

定す ることで、建設物のよ うに中間財 として用い られない ような投資財 に関 して も、投入側からみた評価

を下すこ とがで きる。

 ここで次のよ うなケー スについて考 えよう。そ もそ も日米両国の投入係数が0で あ る場合 、すなわち

α3り  no aUis=0で あるケースでは、 Cz,は 必ず0と な り推計結果 の判断基準 とはな らない。また どち らか
一国の投入係数が0で ある場合

、すなわち α3、ゴ=0ま たはanU;ゴ=0の ケースでは、日米間の技術は明 らか
に異質であると判断で きるため、やは りcz7は 意味を持たないこ とになる。従 って実際にDiお よびD;を 計

算する際には、上記の ようなケースは除かれ るため、N×N個(90年 日米表 の場合164×164個)のDig

が求め られ るわけではなく、α3
iゴ>0か つanU;ゴ>0の 場合にのみCad及 びDigが 計算 され ることにな る。

よって具体的な検定においては、2商 品の産出に関 して求め られるDη の個数をNi 、標本標準偏差をsiと

すれば・論 が吩 布(舳 麟 一1)に 従う(痒 業の投入に関しても同様である)こ とから、前述
の検定 をおこなっている23。

6 計 測 結 果

 第5節 で示した適合性の考察を通じて、一つの相対比価体系を決定した結果が表10で ある。表10で は、
1990年 時点における生産者価格評価 による国内生産相対比価 ・国内需要相対比価 と、購i入者価格評価によ

る国内需要相対比価(と もに家計 ・産業別)、 お よび最終的な推計結果 に用いた観察資料を示 している24 。

 また、計測 された国内生産相対比価Pdに っいてその ヒス トグラムを描いたものが図6で ある。1.2か ら

1.4ま で の範囲 にmodeが あ り、1を 下回 る(日 本 の生産価 格 が割 安 であ る)も の は15商 品 と全体 の9%程

度 にな ってい る。集 計 量 に よって計 測結 果 をみ る と、 日本 ウェイ トに よって評 価 した 国内生 産相対 比価(生

産者価 格評 価)は1.181と20%弱 割 高 で あるの に対 して、両 国に とって価 格 競争力 の あ る商 品 の生産 ウェイ

トが高 い こ とを反 映 して米 国 ウェイ トに よ る と1.331と 価 格 差 が30%強 に 拡 大す る。 この よ うに国 内生 産

23運 輸業のように
、国土条件などによ5て 必要なサービスの種類と量が明らかに異なって・・るような駘 を考えることができる.例えば米国の場合
、国土が広大であるために必要な運輸距離は鉄道輸送などにおいて日本に比して多い。また国土条件の違いから、米国では石油などを除
いて海上輸送はほとんどおこなわれていない。このような場合には、そもそも輸送サービスの投入構造自体に大きな差があ

るため、前述のような方法で投入係数の差について検定をおこなうことはできない。

の繼 搬 咢聽 り羹曇轡書鑠 訴蘿 數鷺鸞 力繍鯉 灘 匙身隼鑠 灘 畿 垂出鑾
各種相対比価のっち明らかに異常値と思われるものを(仮 説が棄却できないことにより)選 択するのには非常に有効であった

。24表10では
、日米表における取引額からみて相対比価を定義できないものについても数値上は埋まっている。例えば、「1,穀物」

は直接的に家計消費されないために日本表では0に なっており、家計の需要価格および相対比価(Pｰ
z(H)や  Cpi(H))は定義できな

い。しかしここでは国内生産相対比価Pd(既 述のとおり1-116部 門まではPd
i(H)に 等 しい)に よって対応させている。
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図6:日 米国内生産相対比価Paの 頻度分布

価格では両国生産 ウェイ トの相違によって、0.15ポ イン トもの差異が生 じているが、一方で家計の需要価格

(購入者価格評価)で は 日本 ウェイ ト1.224、 米国 ウェイ ト1.297と0 .07ポ イン トの乖離である。この家計

需要相対比価(貝冓入者価格評価)に ついてのFisher Indexは1.260で あ り、家計消費全体で評価 したPPP

は182.42円/$と なってい る(為 替 レー トは日米表における1ド ル144 .79円 を利用)。OECD-Eurostat[6]

による日米PPPは 国内総生産全体 で184.94円/$、 家計消費で182 .41円/$で あるか ら、 ウェイ トの相違は

あるにせ よ集計量 としてはほぼ対応 したものになっている。

7 結 論

 本稿は、OECDやICPに よるPPP調 査、および国内の各種内外価格差調査など、概念や目的を異にす
る様々な国際価格比較に関す る諸統計 を統一的な分析 フレー ムワー クの中で再構成 し、その比較検討を通

じてよ り有効な価格差の指標へ と接近す ることを試みたものである。 日米相互における貿易構造 を考慮す

ると、相対比価 の導出において両国の国内需要価格は相互に依存的であることから、詳細でかつ整合的に

記述 しうる 日米国際産業連関表 をベースに して計測フ レームワークを提供 した。内外価格差に関する各種

の統計資料は、同一部門に複数の相対比価 を計測 ・比較検討す ることを可能にす る。われ われ は 日米国際

産業連関表にお ける実質化の視野か らその選択基準を与えることによって、ある程度不適切な推計値 を排

除す ることができたと考えている。 よp適 切な指標 とす るためには、やは り直接観察に よるしかない。 こ

こで構築 したフレー ムワー クや問題意識 のもとで本質的に銘柄 の代表性 など困難性 は残るにせ よ
、価格定

義 を明確 にした調査 を継続する必要がある。

 本稿 ではその他世界(RoW)か らの輸入価格については、その計測困難性か ら一部の一次エネルギーの

みを推計対象 にしておこなって きた。 日米相対比価 とい う視点か らみれば、その計測のフ レームワー クと

しては 日米貿易構造 を前提 に議論する必要があるが、実際の 日米相互の輸入比率はRoWか らの輸入に比

して十分に大 きなものではない。 よ り包括的かつ整合的な国際価格体系の記述のためには、外生国 として

のRoWの 扱いを再検討する余地は残 されている。 また、ここで推計された各種相対比価は、 日米生産性

格差の計測や実質 日米表の分析な どにおいて用い られ、そ こでの分析を通 じて、再びその適合性 が試 され

総合的な更な る検討を要することになる。
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表4;:商 品分類 と推計資料一一一『 一推
言下魏

     1b 2c 2b他
1.穀 類

2.野 菜 及 び い も類

3.果 実

4.そ の他 の食 用 作物

5.砂 糖 原 料作 物

6.葉 た ば こ

7.そ の 他非 食 用 作物

8.酪 農

9.養 鶏

10.そ の他 畜産 ・養蚕

11.農 林 水産 サ ー ビス

12.林 業

13.素 材

14.漁 業

15.金 属 鉱物

16.砂 利 ・採 石 ・砕 石

17.そ の 他非 金属 鉱 物

18.石 炭

19.原 油 ・天 然 ガ ス

20.肉 ・肉製 品

21.動 物 油脂

22.酪 農 品

23.水 産食 料 品

24.精 穀 ・製 粉

25.め ん類

26.パ ン類

27.菓 子 類

28.砂 糖

29.植 物 油 脂

30.他 農 産 加 工食 品

31.そ の他 の食 料 品

32.酒 類

33.清 涼 飲 料

34.飼 料

35.た ば こ

36.製 糸 ・紡 績

37.織 物 ・染 色 整理

38.衣 服 ・身 廻 品

39.床 敷物

40.他 繊維 工 業製 品

41.製 材 ・チ ップ

42.合 板

43.そ の他 の木 製 品

44,家 具装 備 品 ・建 具

45.パ ル プ

46.紙 ・カロコ〔紙

47.紙 製 容 器

48.そ の他 の紙 加 工 品

49.新 聞

50.出 版 ・印刷

51.化 学 基礎 製 品

52.肥 料

53.農 薬

54.合 成 樹脂

55.化 学 繊維

推計 資 料

1b 2c 2b他

推 計 資料

1b 2c 2b他
㎜○

○

○

0

0

0

0

0

粗
粗
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          0.
1#は 表1に 対応 し、2#は 表2に 対応する。

56.医 薬 品

57.石 鹸 ・合 成 洗剤 他

58.化 粧 品 ・歯 み が き

59.塗 料 ・印 刷 イ ンキ

60.そ の他 の 化 学製 品

61.石 油 ・石 炭製 品

62.タ イ ヤ ・チ ュー ブ

63.他 ゴム ・プ ラス チ

64.履 き物

65.製 革 ・毛皮

66.そ の他 の革 製 品

67.ガ ラ ス ・ガ ラス製

68.セ メ ン ト

69.生 コ ン ク リー ト

70.セ メ ン ト製 品 ・建

71.陶 磁 器

72.炭 素 ・黒鉛 製 品

73.他 窯 業 ・土 石製 品

74.鉄 鋼 ・同一 次製 品

75.銅 ・伸銅 品

76.ア ル ミニ ウム ・同

77.電 線 ・ケー ブル

78.他 非 鉄金 属 ・同加

79.建 設 ・建 築 用金 属

80.そ の他 の金属 製 品

81.原 動機

82.運 搬 ・建 設機 械

83.金 属加 工 ・工作 機

84.繊 維機 械

85.そ の他 の 一般 機 械

86.事 務用 機 械

87.ラ ジオ ・テ レビ受

88.他 民生 用 電気 機器

89.電 子 計 算機 ・同付

90.有 線 電 気通 信機 械 .

91.他 電 通機 ・電 子応

92.半 導 体 素子 ・集 積

93.電 子 管

94.回 転 電気 機 械

95.内 燃 機 関電 装 品

96.電 球

97.電 気 ・電 子 部 品

98.磁 気 テー プ ・プ レ

99.電 池

100.そ の 他 の電 気機 器

101.自 動 車

102.二 輪 自動 車 ・自転

103.船 舶 ・同修 理
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表5:日 米両国間り輸入における国.r..運賃保険料率および関税率

 1 穀類

 2 野菜及びいも類

3 果実

 4 その他の食用作物
5 砂糖原料作物

6 葉たばこ

 7 その他非食用作物

8 酪農
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10 その他畜産 ・養蚕
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14 漁業
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表6:日 米商品別運輸マージン率の比較

   一鉄譴厭 一}}』 一一一…   道蕗輸蓬 『『一一圏一
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表6:日 米商品別運輸マージン率の比較(続)
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表6:日 米商品別運輸マー ジン率の比較(続)
    航空輸送
 対家計    対産業
日本 米国 日本 米国

   一
他靆 …巧百庫一一

  対家計    対産業

 日本  米国  日本  米国

59 塗料 ・印刷インキ
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61 石油 ・石炭製品
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63 他 ゴム ・プラスチ

64 履き物

65 製革 ・毛皮

66 その他の革製品
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68 セメント
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70噛 セメント製品 ・建

71 陶磁器

72 炭素 ・黒鉛製品

73 他窯業 ・土石製品

74 鉄鋼 ・同一次製品

75 銅 ・伸銅品

76 アル ミニウム ・同

77 電線 ・ケーブル

78 他非鉄金属 ・同加

79 建設 ・建築用金属

80 その他の金属製品

81 原動機

82 運搬 ・建設機械

83 金属加工 ・工作機

84 繊維機械

85 その他の一般機械

86 事務用機械

87 ラジオ ・テレビ受

88 他民生用電気機器

89 電子計算機 ・同付

90 有線電気通信機械

91 他電通機 ・電子応

92 半導体素子 ・集積

93 電子管

94 回転電気機械
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一表7三 邑米商壘型商業マrジ .ン率り些較

穀類

野菜及びいも類

果実

その他の食用作物

砂糖原料作物

葉たばこ

その他非食用作物

酪農

養鶏

その他畜産 ・養蚕

農林水産サービス

林業

素材

漁業

金属鉱物

砂利 ・採石 ・砕石

その他非金属鉱物

石炭

原油 ・天然ガス

肉 ・肉製品

動物油脂

酪農品

水産食料品

精穀 ・製粉

めん類

パン類

菓子類

砂糖

植物油脂

他農産加工食品

その他の食料品

酒類

清涼飲料

飼料

たばこ

製糸 ・紡績

織物 ・染色整理

衣服 ・身廻品

床敷物

他繊維工業製品

製材 ・チップ

合板

その他の木製品

家具装備品 ・建具
パルプ

紙 ・加工紙

紙製容器

その他の紙加工品

新聞

出版 ・印刷

化学基礎製品

肥料
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合成樹脂

化学繊維
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石鹸 ・合成洗剤他
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表7:日 米商品別商業マージン率の比較(続)

塗料 ・百刷 イシキ

その他の化学製品

石油 ・石炭製品

タイヤ ・チューブ

他ゴム ・プラスチ

履き物

製革 ・毛皮

その他の革製品

ガラス ・ガラス製

セメン ト

生コンクリート

セメン ト製品 ・建

陶磁器

炭素 ・黒鉛製品

他窯業 ・土石製品

鉄鋼 ・同一次製品

銅 ・伸銅品

アルミニウム ・同

電線 ・ケーブル

他非鉄金属 ・同加

建設 ・建築用金属

その他の金属製品

原動機

運搬 ・建設機械

金属加工 ・工作機

繊維機械

その他の一般機械

事務用機械

ラジオ ・テレビ受

他民生用電気機器

電子計算機 ・同付

有線電気通信機械

他電通機 ・電子応

半導体素子 ・集積

電子管

回転電気機械

内燃機関電装品

電球

電気 ・電子部品

磁気テープ ・フレ

電池

その他の電気機器

自動車

二輪自動車 ・自転

船舶 ・同修理

鉄道車両

航空機 ・同修理

光学機器 ・写真感

時計

分析器 ・計測器

医療用機械器具

玩具 ・運動用品

レコー ド

楽器

筆記具 ・文具

身辺細貨品

武器

その他製造工業品

平均

   卸売マージン

 対家計    対産業

日本  米国  日本  米国

   小売マージン

 対家計    対産業
日本  米国  日本  米国
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表8:貨 物輸送サー ビス量の 日米格差

日本 ウェ,イ下

 毒 遘輸送一…一囓 送} ヨ    水運      ヤ.航空輸送ヒ{
対家計  対産業  対家計  対産業  対家計  対産業  対家計  対産業

農林水産業 …"馳

鉱業

食料品

繊維

木材

紙

化学

石油石炭製品
ゴム ・皮革

窯業 ・土石
一一次金属

一般機械

電気機械

輸送機械

精密機械

その他製造工業品

 全平均

0.1611

0.0261

0.2174

0.9481

0.0634

0.5341

0.3355

0.9624

0.7667

0.0189

0.8812

1.0383

0.0440

0.0183

5.1030

2.2904

0.isio

0.1130    0.6377    1.5025

0.0481   14.3387    0.5674

0.1014   2.8705   2.9970

0.6122   10.9810   1.7253

0.0055    6.4069    2.9177

0.1723   2.7209    2.2900

0.0739    1.0147    0.7630

0.4427   2.3706    1.8523

0.9942   3.1536   0.7976

0.1517   1.7863   1.3550

0.0282    1.6460   0.8023

0.2479    2.0131   0.8679

0.0951    1.2505    2.1959

0.0087    0.5958    0.4374

3.6108   11.9701   11.5496

0.9974    6.4434    2.7340

0.0743    1.7298    1.1131

2.1207

24.3068

2.3731

12.1538

8.1412

37.6571

15.8772

6.8199

29.2424

17.6259

14.2252

1.0880

10.9545

19.7799

7.0983

1.7736

5.7578

8.9335

9.6459

3.7157

9.5756

6.5310

37.2092

10.3326

8.8852

42.6014

17.3771

26.9689

0.5751

17.5789

11.8295

6.6533

1.3359

9.9556

0.2482

0.oooo

O.3109

1.2649

9.8645

0.1230

0.0341

0.0970

0.5790

0.1844

0.4987

0.3986

0.i7so

O.0382

0.0926

0.6330

0.3264

0.1073

0.oooo

O.2157

0.5084

2.4882

0.1514

0.1597

0.0184

0.0698

0.osoo

O.3454

0.0546

0.0557

0.0940

0.0418

0.3420

0.1056

 米国ウェイト

農林水.産業

鉱業

食料品

繊維

木材

紙

化学

石油石炭製品
ゴム ・皮革

窯業 ・土石
一次金属

一般機械

電気機械

輸送機械

精密機械

その他製造工業品

 全平均

0.1477

0.0230

0.283?

0.7536

0.0799

0.3757

0.4233

0.9624

0.3735

0.1371

0.7155

0.5191

0.0953

0.0178

3.5505

2.2204

0.2382

0.1220    0.5428    1.6232

0.0340    1.3656   0.9419

0.1286    3.0355   2.4066

0.5897    8.5967    1.7754

0.0084    6.1628    3.2524

0.1934   2.5026    2.3568

0.0825   1.0491   1.2148

0.4427   2.3706    1.8523

0.7720    0.6283    0.5954

0.1215   3.1295   1.3111

0.0472    1.5991   1.0436

0.2532    1.4582   0.8268

0.0976    1.3284    2.6625

0.0084   0.6106    0.5677

1.6708   10.0646   11.0834

0.1472    6.5784    2.2235

0.0824    1.8925    1.4273

Fisher Index

1.2242

14.2488

4.5812

11.5207

7.6160

44.5173

14.7406

6.8199

21.4441

9.9070

7.0283

0.8iso

10.2956

21.5091

8.9378

1.8606

7.0201

8.0615

11.2429

5.2593

10.4179

6.7945

37.4713

9.8958

8.8852

33.6043

17.6850

21.5560

0.5767

16.0379

14.3664

9.2225

2.4442

10.0362

0.1864

0.0000

0.4363

1.2714

8.9256

0.1528

0.0737

0.0970

1.1160

0.1298

0.4225

0.1329

0.1520

0.0020

0.0779

0.6413

0.3847

0.0987

0.oooo

O.1610

0.6664

0.8567

0.2115

0.1310

0.0184

0.0941

0.0688

0.2sso

O.0324

0.0529

0.0656

0.0609

0.2998

0.1123

農林水産業

鉱業

食料品

繊維

木材

紙

化学

石油石炭製品
ゴム ・皮革

窯業 ・土石
一次金属

一般機械

電気機械

輸送機械

精密機械

その他製造工業品

 全平均

0.1543

0.0245

0.2483

0.8453

0.on2

0.4479

0.3768

0.9624

0.5351

0.0509

0.7941

0.7342

0.0647

0.oiso

4.2566

2.2551

0.1958

0.1174

0.0404

0.1142

0.6009

0.ooss

O.1825

0.07so

O.4427

0.8761

0.1358

0.0365

0.2505

0.0963

0.0085

2.4562

0.3832

0.0782

0.5883
4.4250
2.9518
9.7160
6.2836
2.6095
1.0317
2.3706
1.4076
2.3644
1.6224
1.7133
1.2889
0.6032
10.9761
6.5105
1.8093

1.5617

0.7311

2.6856

1.7501

3.0805

2.3231

0.9627

1.8523

0.6891

1.3329

0.9150

0.8471

2.4180

0.4983

11.3141

2.4655

1.2605

1.6113

18.6103

3.2972

11.8331

7.8743

40.9438

15.2984

6.8199

25.0415

13.2144

9.9990

0.9422

10.6199

20.6263

7.9651

1.8166

6.3577

8.4863

10.4138

4.4206

9.9879

6.6615

37.3400

10.1118

8.8852

37.8364

17.5304

24.1110

0.5759

16.7907

13.0364

7.8332

1.8070

9.9958

0.2151

0.oooo

O.3683

1.2681

9.3833

0.1371

0.0501

0.0970

0.8038

0.1547

0.4590

0.2302

0.1650

0.0087

0.0849

0.6371

0.3544

0.1029

0.oooo

O.1863

0.5821

1.4600

0.1790

0.1446

0.0184

0.08io

O.0642

0.3143

0.0421

0.0543

0.0785

0.0504

0.3202

0.1089
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一表9: 、日米両国璽商品別輸入比率
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表10:目 米商品別相対比価の最終推計結果
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表10:日 墨直p墅1塑 対比価の最終推計結果(続) 一.
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半導体素子 ・集積

電子管

回転電気機械

内燃機関電装品

電球

電気 ・電子部品

磁気テープ ・フレ

電池

その他の電気機器

自動車

二輪自動車 ・自転

船舶 ・同修理

鉄道車両

航空機 ・同修理

光学機器 ・写真感

時計

分析器 ・計測器

医療用機械器具

玩具 ・運動用品

.._.豊

国内生産価格

 対家計

 P解(H)
  ti

生産者価格評価 一『 一'一 一P一

       国内需要価格

  対産業   家計   産業

  P量(」)2濳c(1)

罷

響

難

響

蠏

覊

嬲
黼㎜
鑼

飜

黶

繖
鷯

羈

嬲
棚㎜
㈱難

㎜
躑
嬲
羇

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

0

1

0

0

2

1

1

0

1

1

0

0

0

L

L

色

α

α

α

0
.
L

q

α

α

L

O
.
色

L

L

媼
瀰籥

蠶

響

蠏

覊

嬲
黼鑼

難

羈

讖

鷯

籔

嬲
㎜轢

竊

讖

韈

㎜

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

0

1

0

0

2

1

1

0

1

1

α

a

α

L

L

α

α

α

甑

α

L

α

0
。
α

L

α

α

L

1
。

翻

攤

蠶

響

蠏

羈

嬲
橢難

難

羈

羅

鯔

嬲
難

嬲靉

搬
㎜嬲
嬲
蠶

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

0

1

0

0

2

1

1

0

1

1

0
。
α

α

1
。
L

a

α

a

O
。
α

r

α

α

α

L

q

α

L

L

    購天著価梧評插
    国内需要価格
     家計   産業

L_型) ppca_の

㎜羈

鏘

㎜攤

龝

蕪

驫

鱗鑠

難

灘

齷

籥

齧
鑼

㎜覊

㎜飜

爨

嬲

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

0

1

0

0

2

1

1

0

1

1

0

0

0

1

L

a

α

a

α

α

L

α

a

色

L

α

a

L

1
。

㎜攤

嬲
蠶

端
撒

驫

欟

禰
㎜
難

翩驫

饗

㎜讖

羅

嬲
㎜
轢

蕪

嬲
嬲
鑾

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

0

1

0

0

2

1

1

0

1

1

α

0
。
0
。
L

L

α

α

α

a

α

L

α

a

α

L

α

α

L

L

1#は 表1一に・2#は 蓑2に 対応.・ ・ほIEA[2]お よびEDMC[・]一 にぼ り蘊 、・2ほ4。ぎ爾 颪厂

蠶

飜

㎜
糠

欟

嬲
攤

鶲
禰
黶

嬲
嬲
鑞

韆

嬲
籥

嬲
㎜
㎜蠶

飜
嬲
韆

嬲

1

1

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

1

0

1

0

1

0

0

1

1

1

1

1

1

1

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

a

L

O
.
α

α

α

α

L

α

α

α

α

α

0
.
L

L

L

瀦
黜
鼎
嬲
㎜
繖
蹣
鑼

濃
欝

翻
懶
纖
翻
儲
瀰
嬲
瀚
嬲
襯
嬲
難

鶲
嬲
雛

嬲
飜
搬

1

1

0

1

1

1

0

1

1

1

1

0

1

1

1

0

1

1

0

1

1

1

2

1

1

0

0

1

0

0

1

1

0

0

1

1

0

0

0

0

L

a

α

L

α

α

L

a

α

L

L

α

L

L

L

難
鬚

甕

譱

器

堯

蕘

想
釜
蕘

蕘

塞

婆

蕚

蕘

想
%
釜

釜

婁

聖
釜
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.
V こニド

楽器

筆記具 ・文具

身辺細貨品

武器

その他製造工業品

住宅新建築

非住宅新建築

建設補修

道路 ・水道 ・他公

鉄道軌道建設

電力施設建設

電気通信施設建設

その他の建設

電力

ガス

水道

熱供給 ・廃棄物処

卸売

小売

金融

保険

不動産業

鉄道

道路旅客輸送

道路貨物輸送 ・倉

水運 ・同付帯サー

航空輸送 ・同付帯

他運輸付帯サービ

郵便

通信

放送

政府活動

公共サービス

教育 ・研究

非営利団体

情報 ・コンピュー

医療 ・保健

広告

貸自動車業

建物サービス

法務 ・財務 ・会計

他対事業所サービ

映画

娯楽サービス

飲食店

旅館 ・他宿泊所

理容 ・美容業

他対個人サービス

自動車修理

その他の修理

くず ・中古品

家計外消費支出

分類不明 ・他

表10:貝 米.一商C7AA別相対比価の最終推計結果(続)

m
鎹

罷

楹

體

齪

搦

鶸

欝

鶸

㎜
捌
驚

鵝

欝

鶸

蜘
揚

援

鵲

儷

鶸

瑚
覬
擴

攬

瓏

讒

擺

畿

……  一『  .一`
生産者価格評插臨=冖 一』唱記…    購天著価醺 循 =

    国内生産価格      国内需要価格    国内需要価格
      対家計  対産業   家計   産業   家計   産業

⊥P受(H)P廻L亙(H).』 廻L .Ppc(H)Ppc(1)s __2_一一一

器
嬲
嬲
嬲
跚羈
藩
齧
鯔
籌

攤

飜

儡攜
慧

嬲
羈

黜
鰡
齷

翻
覊

嬲
螺

㎜

1

1

1

2

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

0

0

1

2

1

1

1

0

0

0

0

1

0

1

L

L

α

2

L

L

2

2

L

L

L

L

α

1
.
L

羅

羈

鑿

嬲
癬

鵲
嬲
飜

藩
儲
翩攜
儲
羅

髴

黜
翻
難

饑

驫

嬲
鞴

1

1

1

2

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

0

0

1

2

1

1

1

0

0

0

0

1

0

1

1

L

L

2

1
。
L

2

2

L

1
.
L

L

α

L

1
.

蜘鰓
㎜嬲
鑿

嬲羅

擺
鰤嬲
蕪

裾翻
欄
難

難
覊
嬲
罌

齠
齦
羅

㎜飜

嬲
飜

1

1

1

2

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

1

0

1

2

1

0

1

0

0

0

0

1

0

1

L

L

α

2
。
L

1
.
2
。
2
.
L

r

L

1
。
α

L

L

梱
鸚
糴

嬲
齧
鰡
攤

鰤
嬲
蕪

禰
獵
嬲
攜
儲
櫞
嬲
嬲
黜
翻
嫺
…
擺
嬲
蝋
羅
飜

嬲

1

0

1

1

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

0

0

1

2

1

1

1

0

0

0

0

1

α

L

L

L

L

2

L

L

2

幺

L

L

L

L

α

L

L

髴

覇

鑿

㎜
羅

蘓

籌

㎜
襴磯

欄
韈

鬟

羈

嬲
羅

嫺
蝋講

蠱

飜

鞴

1

0

1

1

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

1

0

1

2

1

0

1

0

0

0

0

1

0

L

L

L

a

2

L

L

2
.
2

L

L

L

L

位

L

L

1#は 表11こ 、2#は 表2に 対応。*1はIEA[2]お よびEDMC[1:「 に よ..り権訐1*2は4 .3に 対応 。

創
欄
難

嬲
跚
羈
鰡
獺
鰤
籌

攤

獵
跏
鶸
欟
嬲
嬲
㈱
嬲
黜
鰡
難

繝
㎜
鶸
飜

鞴

1

1

1

1

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

0

0

1

2

1

1

1

0

0

0

0

1

0

1

1

1

L

2

L

L

2

2

L

L

L

L

α

L

L

難

難

鑿

羈

鯔籥

籌

㎜裾
磯

欄
難

鬟

嬲
嬲

驫

媼鼎
講

㎜
蠶

飜

嬲

1

1

1

2

0

1

1

1

1

0

1

1

1

1

2

2

0

1

1

1

0

0

1

0

1

1

0

1

2

1

0

1

0

0

0

0

1

0

1

1

L

a

2

L

L

2

2

L

L

L

1
。
q

L

L

讐

鬟

穀

塞

毟

想
蕘

聖

η
盆

藷

%
囂

%
毟

難

窘

歪

想
想
穀

釜

措

止
止
婁

窘
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耋11・墜 国内需要鵬 ・実篁雕(米 国国内生産鰹 慮 を1と 基靴).

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

n

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

穀類

野菜及びいも類

果実

その他の食用作物

砂糖原料作物

葉たばこ

その他非食用作物

酪農

養鶏

その他畜産 ・養蚕

農林水産サービス

林業

素材

漁業

金属鉱物

砂利 ・採石 ・砕石

その他非金属鉱物

石炭

原油 ・天然ガス

肉 ・肉製品

動物油脂

酪農品

水産食料品

精穀 ・製粉

めん類
パン類

菓子類

砂糖

植物油脂

他農産加工食品

その他の食料品

酒類

清涼飲料

飼料

たばこ

製糸 ・紡績

織物 ・染色整理

衣服 ・身廻品

床敷物

他繊維工業製品

製材 ・チップ

合板

その他の木製品

家具装備品 ・建具
パルプ

紙 ・加工紙

紙製容器

その他の紙加工品

新聞

出版 ・印刷

化学基礎製品

肥料

農薬

合成樹脂

化学繊維

      生産者価一格一評価
    日本        米国
  家計   産業   家計   産業

蝦 ソ色一2塑_一一豊

鑼

攤

㎜灘

灘

鑼

飜

㎜㎜鑼

㎜攜

㎜羅
攤

騾

飜
攤
㎜黼

髏

灘

灘

㎜

㎜灘

㎜黼

嬲
㎜隲

鬻

孅

㎜㎜
嬲
㎜㎜嬲
㎜羈

灘

嬲
講

㎜㎜謙

灘

縢

嬲
㎜㎜

麗

㎜
㎜
器
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
糯
儡
羈

㎜
羈

盤

㎜
繖
靨

㎜
羅

繖
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
羅

㎜
㎜
㎜
蠶

㎜

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

0

1

㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
㎜
嬲
㎜
㎜
㎜
㎜
嬲
灘

㎜
㎜
撚

㎜
㎜
㎜
㎜
擺

…
㎜
㎜
鞴

黼

鑼

㎜
㎜
㎜
㎜

      購入君:価椿評一価} 馳"一一一丁
    日本        米国
  家計   産業   家計   産業

・pc(HJi一_)/・ 鋩L鋩 住2鋩L

攤

攤

講

鬻

灘

羈

嬲
㎜嬲
鐡

攤

攤

鬻

㎜黜
鑼

㎜飜

鑼

㎜攤

㎜嬲

㎜鑼

灘

㎜隲

攤

襴
鑼

㎜㎜㎜鑼

鑼

鑼

飜

㎜蠶

羅

㎜㎜鰯

驪

鑼

讖

羅

㎜㎜㎜嬲
鞴

踏
嬲
灘

㎜㎜㎜驪

灘

攤

驟

㎜糶

黼

㎜㎜騰

灘

嬲
灘

㎜㎜

㎜㎜
儻

擺

轜

騰

㎜嬲
㎜
…㎜㎜
攜

擺

㎜靨

驪

㎜㎜㎜
㎜髏

㎜
髏

㎜
糲

攤

攤
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埀11:日 半国内需要価格:実 鏨塹格(米 国国内生産価格pu;.壼1と 基準化)(続)

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

95

96

97

98

99

00

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1■
 -
⊥
 -
↓
1

 
 1⊥

己■■
 
-⊥
 ー
ユ
 
ーユ

ー
■
 
-↓

医薬品

石鹸 ・合成洗剤他

化粧品 ・歯みがき

塗料 ・印刷インキ

その他の化学製品

石油 ・石炭製品

タイヤ ・チューブ

他ゴム・プラスチ

履き物

製革 ・毛皮

その他の革製品

ガラス ・ガラス製

セメント

生コンクリー ト

セメント製品 ・建

陶磁器

炭素 ・黒鉛製品

他窯業 ・土石製品

鉄鋼 ・同一次製品

銅 ・伸銅品

アルミニウム ・同

電線 ・ケーブル

他非鉄金属 ・同加

建設 ・建築用金属

その他の金属製品

原動機

運搬 ・建設機械

金属加工 ・工作機

繊維機械

その他の一般機械

事務用機械

ラジオ ・テレビ受

他民生用電気機器

電子計算機 ・同付

有線電気通信機械

他電通機 ・電子応

半導体素子 ・集積

電子管

回転電気機械

内燃機関電装品

電球

電気 ・電子部品

磁気テープ ・プレ

電池

その他の電気機器

自動車

二輪自動車 ・自転

船舶 ・同修理

鉄道車両

航空機 ・同修理

光学機器 ・写真感

時計

分析器 ・計測器

医療用機械器具

玩具 ・運動用品

   一一  "L㎝T 繍 茖評価   一一 ㎝一凵一=冖}   .一購天著藷;一 二.㎜二二;
      日本      米国       日本       米国
     家計   産業   家計   産業    家計   産業   家計   産業

.一 塾 一豊/L雌,弓1(H)/・ 鋩L1麭 _.避 瓢
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表11:日 茎里内霓要価格:実 質価格(米 国国内生産価 pv
、を1と 基準化)(続1

生産者価格一評価
   日本
  家計   産業

P3!H)/e c(lp.7;)/epv;  pv:二 _篁

  米 国

家計   産 業
c(H) Mc(1)
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レコード

楽器

筆記具 ・文具

身辺細貨品

武器

その他製造工業品

住宅新建築

非住宅新建築

建設補修

道路 ・水道 ・他公

鉄道軌道建設

電力施設建設

電気通信施設建設

その他の建設

電力

ガス

水道

熱供給 ・廃棄物処

卸売

小売

金融

保険

不動産業

鉄道

道路旅客輸送

道路貨物輸送 ・倉

水運 ・同付帯サー

航空輸送 ・同付帯

他運輸付帯サービ

郵便

通信

放送

政府活動

公共サービス

教育 ・研究

非営利団体

情報 ・コンピュー

医療 ・保健

広告

貸自動車業

建物サービス

法務 ・財務 ・会計

他対事業所サービ

映画

娯楽サービス

飲食店

旅館 ・他宿泊所

理容 ・美容業

他対個人サービス

自動車修理

その他の修理

くず ・中古品

家計外消費支出

分類不明 ・他
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     購入者価格一評価
   日本        米国
 家計   産業   家計  産業
pc(H)/・

_璽(1)/e pcpv:(H) pCpU;(∬)
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A 個別統計からの内外価格差

A.1 運 輸サ ー ビス

 3.2で 述べたよ うに、今回の推計では購入者価格を生産者価格 に変換す る際に必要な日米の運輸マージン

率格差だけでなく、運輸部門自体の 日米相対比価 を計測 してい る。運輸サー ビスの価格 は、輸送手段や輸

送物の重量 ・価値、輸送距離 、輸送時間等の様々な要因によって決定 され る。そのため、例えば道路貨物

輸送の価格 といってもその種類は様 々であ り、 日米相対比価 を考える際にも単純な比較 が困難であるとい

う問題 が生 じる。 そこで今回推計に用いた運輸省調査では、輸送手段別 にい くつかの輸送距離帯 ・輸送重

量帯を区分 し、そのそれぞれ について単価を調査す るとい う方法を取っている。 しか し実際の調査結果 を

みれば、例 えば トラック輸送や宅配便 などで、輸送距離が短 く輸送重量が軽い場合には 日本価格 は米国に

比較 して相対的に安 くなっているが、距離が長 く重量が重 くなるほど米国が相対的に安 くなるとい う結果

が得 られている。本稿で推計する 日米相対比価は 日米 国際産業連関表共通部門分類に従 ったものであるか

ら、輸送手段 ・距離 ・重量別の調査結果を何 らかの方法で集計 し、産業連関表部門分類 に合 った相対価格

をあ らためて計算する必要がある。その意味で輸送サー ビス全体の相対比価 とい う点では比較困難な要素

も残 っている。

 輸送距離や重量、輸送時間な ど、価格を決定す る要因が多岐にわたる場合に相対比価を求める方法 とし

ては、距離1単 位(例 えばkm)、 重量1単 位(例 えばt)、 輸送時間1単 位(例 えば 日)あ た りの平均的な価

格を比較す るとい う方法が考えられ る。 その場合には距離帯 ・重量帯 ・時間帯ごとのサービス数量をもと

め、それ によって単位 あた りの平均的価格 を求 める必要があるが、多 くの場合そのよ うなサービス数量に

関す る詳細なデータを得 ることはできない。そこで我々はヘ ドニ ック関数 による集計 をお こなった。推定

式は次のよ うに表 され る。

        In pik=α+β11n「 レμ繭+β21n D魏+'γ1:ri,.た+'yaT2、k+bJPik+u読          (45)

月 たは 、調 査結 果 であ る円単位 で表 され た運 輸 サー ビス価 格 を 、W:ikま 運 輸 重 量(kg)を 、 Diん は 距離(km)

を 表 してい る。Tl;k、 T2;ゐ、 は輸 送 期 間 に関す るダ ミー 変数 で あ り、 Ti;kは 輸 送期 間 が1日 で あ る場合1 、

その他 の場合 は0を 、T2=kは 輸 送期 間が2日 で あ る場合1、 そ の他 の場合 は0を いれ る こ とにな る。輸 送

期 間 に よ る区分 が ない 場合 には 、Tii龍 、 T2,たの 項 を省 い て推 定す る こ とに な る。 JPZkは 日本 の デー タ で あ

る こ とを表す ダ ミー変 数 で あ り、 日本 のデ ー タ につ いて は1を 、米 国の デー タにつ い ては0を 入れ るこ と

にな る。 添 え字 魏 は、k国2区 分 帯 のデ ー タで あ る こ とを表 して い る25。

 日米 の 同一2区 分 帯 につ い て考 えれ ば 、W:ik、 Dzk、 Z'i;k、1b晒 は 等 し く、JPI」 は 常 に1、 」君 σは常 に0

を とるか ら、In piJとIn pivの 差 は(45)式 よ り次 の よ うに表 され る。

               In pig-In piU=δJP2J一 δJP乞ひ=δ                     (46)

(46)式 よ り、δは重量、距離、時間などを一定とした場合の 日米の価格比の対数値を表 していることがわか

る。君」/PZv eaよ り、集計価格による日米相対比価が計算 されることにな る。

 具体的なデータの出所 としては、貨物輸送 に関する価格は運輸省[11]、 【12]の調査結果を用いている。

[11]及 び[12]で は、貨物輸送手段を トラック、宅配便、海運 ・内陸水運、航空貨物、鉄道貨物の6種 類に

分 け、それぞれについて可能な限 りの距離帯 ・重量帯別 日米運輸価格の調査をお こなっている。 この うち、

道路貨物輸送(ト ラ ック ・宅配便26)、 鉄道貨物輸送、航空貨物輸送についてはヘ ドニ ック関数 の推定をお

25米 国価格は為替レートによって変換され
、円を単位として表されている。また例えば、日本において重量100kgの 物体を、2

蹴 警10套 総 距 離輸 送 した場 合 の価 格 カミ10000円 であれ ば・Pt・ 一10000・W;・ 一100・DiJ-5… 婿 ・・一 ・・乃 ・・=・ ・
26産 業連関表において宅配便は道路貨物輸送部門に分類されるため

、道路貨物輸送部門の日米相対比価を推計する際にも宅配便の相
対価格を含んでいる。しかし、旅行者が手荷物を送付する場合や、企業活動において本社支社間の小荷物の受け渡 しに宅配便を利

用する場合には、その運賃は運輸マージンではなくコスト運賃として計上されるため、運輸マージンの相対比価を考える際には注意

を要する。
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こない、 日米相対比価 を求めた。海運 ・内陸水運については、調査がお こなわれている距離区分が1 、重

量区分が2で あ り各国2つ ずつ しか査結果 をえられないため、ヘ ドニ ック関数 を推定す ることができない。

そこで2つ の重量区分のサー ビス量ウェイ トをどちらも1と して集計 し、 トンキ ロあた りの相対比価を求

めた。

 旅客輸送については[11]も しくは[13]の 調査結果 を用 いている。[11]、[13]で は、旅客輸送手段 を航空、

鉄道、地下鉄、バス、タクシーの5種 類 に分類 し、それぞれ について価格調査がなされている。 しか し調

査 区分については、タクシーにおいて距離2区 分 、航空運賃 において普通運賃 と事前貝冓入割引の区分がな

されているのみであ り、他の輸送手段については区分がおこなわれていない。そのため、タクシー及び航

空については海運 ・内陸水運 と同様 の方法で、その他の輸送手段については調査結果 をそのまま使用 して

いる。また、道路旅客輸送 についてはバス及びタクシー、鉄道旅客輸送については長距離鉄道及び地下鉄

といった輸送手段による区分がなされているため、これについては運輸経済統計要覧による運輸サー ビス

量の比率をウェイ トとして集 計 し、道路旅客部門、鉄道旅客部門の相対比価を推計 した。 これ らの調査か

ら推計 され た相対比価は、貨物輸送については95年 も しくは98年 、旅客輸送については95年 もしくは

97年 の相対比価であるため、 日本については企業向けサービス価格指数及び消費者物価指数によって、米

国にっいては生産者価格指数(PPI)と 消費者物価指数によって90年 相対比価に変換 している。

 以上のような方法で、「135.道路旅客輸送」 「136.道路貨物輸送 ・倉庫」 「137水運 ・同付帯サービス」部

門の相対比価推計がお こなわれてい る。 「134.鉄道」「138.航空輸送 ・同付帯サー ビス」部門については、

貨物輸送 と旅客輸送が分割 されていないため、推計 した貨物輸送相対比価 と旅客輸送相対比価 を更に集計

して相対比価を作成 した。集計 は、 日本にお ける90年 産業連 関表基本表にお けるウェイ トを用いておこ

なっているため、米国を基準国 とすればパーシェ方式の価格指数を作成 していることになる。

 若干の補足をおこなってお こ う。観察資料か ら得 られ る トラック輸送 における調査結果については、表

12の よ うになってい る。 トラック輸送に関する実際の調査結果をみれ ば、軽量短距離輸送は 日本価格が安

く、重量長距離輸送については米国が高 くなっていることがわかる。 われわれは、この ような重量区分 ・

距離区分 ごとの価格差を考慮するために、ヘ ドニ ック関数による相対比価の推定をお こなったわけである

が、そもそもヘ ドニ ック関数は運輸市場にお ける消費者 と生産者の需給均衡の結果を表 しているものであ

り、消費者の買値関数 と生産者の売値関数の包絡線 であるか ら、ヘ ドニ ック関数 を推定する際には、市場

において取 引され る全ての運輸サー ビスについての価格調査結果 を用い ることが望ま しい といえる。そ こ

で、ヘ ドニ ック関数推定に際 しては、今回推計に用いた運輸省調査がこのよ うな条件 を満 たしているか ど

うかを検討する必要がある。 ここで、営業用 トラックの平均輸送重量 を日米両国について比較すれば、 日

本が4tで あるのに対 し米国では14tで あ り、両国に大きな差があることがわかる。運輸省調査で取上げら

れた輸送重量は100kg～10tで あるか ら、米国の平均的な重量についての調査 もお こなわれてお らず、明 ら

かに軽重量に偏 った調査であるといえる。現実の輸送活動 としてはおこなわれてい るはずの10t以 上の重

量区分に関す るデー タが存在 しないような調査結果 を用 いてヘ ドニ ック関数を推定すれば、推定 され る日

米相対比価は明 らか に偏 りを持つであろ う。

 このよ うな問題 を解決するために最 も望ま しい方法は、現実に存在す る全 ての距離 ・重量区分について

価格調査 をお こな うことであるが、それは困難である。そ こで、運輸省調査結果か ら軽重量区分を除 き、

日米の平均距離 ・平均重量以上の区分帯の調査結果のみを用いてヘ ドニ ック関数 を推定 した。 これ によっ

て、軽重量に偏る とい う問題 をある程度回避す ることができる。 しか しこの方法をとった場合、採用す る

距離 ・重量区分をあ る程度恣意的に決定することになって しま うが、それについては さまざまなケースを

想定 して、い くつかの距離 ・重量 区分をもとに複数の相対比価を推計 し、第5節 で述べた ような評価法 に

よって最 も望ま しい と判断 される相対比価 を決定 した。
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表12:
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トラ'/ク 輸送 日孝価格調査結果(運 輸省98年)
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A.2 木材

 木材に関する 日米相対比価 については、林野庁 【24]の調査結果をもとに推計をおこなった。[24]は 中間
財 としての木材(合 板 ・製材)に 関する内外価格差調査である。 ただ しここでの調査価格は、流通業者が

工務店 ・ハ ウスメーカー に販売する際の産業投入価格であ り、輸送費用や商業マージンを含んだ価格であ

る。また、 日米両国ともに輸入財 に関す る調査をお こなっている品目や、 日本が国内消費の多 くを米国か

ら輸入 している場合には、 日本の輸入財価格 と米国国内材価格を調査 している品 目も存在す るため、 日米

相対比価の計測の際には3.2で の表3で の対応に基づいて、 「41.製材 ・チ ップ」 「42.合 板」部門の相対比

価 を推計 している。なお、調査結果は1993年12,月 と1994年12月 結果の平均値を とっているため、 日本

卸売物価指数(WPI)及 び米国生産者価格指数(PPI)を 用いて90年 価格に再評価す る必要がある。

A.3 医薬 品 ・医 療 用 具

 医薬品及び医療用具については、厚生省[15]、[16]の 調査結果 をもとに推計をお こなった。医薬品や医療

用具については、日米両国に販売されている共通の商品がほとんど存在 しないため、これ らの調査でも限 ら

れた少数の品 目についての調査 しかおこなわれていない。具体的には[15]で は医薬品3品 目について、[16]

では医薬品2品 目、医療用具3品 目である。これ らの調査価格は購入者価格評価であり、また[15]、 【16]は

それぞれ94年 、97年 の調査であるため、90年 価格 に再評価する必要がある。我々の推計では、[15]を もと

に 「56.医薬品」部門の相対比価を、[16]を もとに 「109.医療用機械器具」部門の相対比価 を求めている。

A.4 消 費財

 OECD調 査においては調査がなされていなかった ようない くつかの消費財 については、通産省[22]を も
とに推計をお こなった。調査方法 としては店頭 における実売価格 を調査する方法 をとっているため、生産

者価格評価 をす る際にマージン率を考慮す る必要がある。 また95年 の調査であるため、各国CPIに よっ

て90年 価格への再評価 をお こなっている。我々の推計では、 「58.化粧品 ・歯みがき」 「96.電球」 「98.磁
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気 テ ープ ・フ レキ シブル デ ィス ク」 「99.電 池 」 「107.時 計 」 「113.筆 記 具 ・文 具」部 門の相 対比 価 を[22]を

も とに して計 算 してい る。
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